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福祉移送ネットワーク講座 

第 2部 シンポジウム IN 岡山 

 資 料 集  

 

 

[ プ ロ グ ラ ム ] 

 進行役：NPO 法人移動ネットおかやま 

 

14:00～14:20 基 調 報 告  

「自家用有償旅客運送の事務・権限移譲について」 

          菅原 晃氏 ／ 国土交通省自動車局旅客課地域交通室室長 

 

14:20～16:00 パネルディスカッション   

「地方自治体は権限移譲をどう活かすか」 

 パネリスト： 

          菅原 晃氏 ／国土交通省自動車局旅客課地域交通室室長 

          嶋田暁文氏 ／ 九州大学大学院准教授  

         山本憲司氏 ／ 全国移動サービスネットワーク理事  

        コーディネーター：中根 裕氏 ／ 全国移動ｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄﾜｰｸ理事長 

16:00      閉会 

 

■日 時：201４年 11 月 14 日（金） 14：00 ～ 16：00 

■場 所：岡山県生涯学習センター 情報・創作棟 2 階 研修室 

■主 催：岡山県 

NPO 法人 全国移動サービスネットワーク 

NPO 法人 移動ネットおかやま 
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【基調報告・パネリスト】  

●菅原  晃（すがわら  あきら）／国土交通省自動車局旅客課地域交通室 室長 

 

昭和 33 年 山形県出身 

 

昭和 53 年 7 月 運輸省入省 

 

平成 26 年 4 月 現職 

 

 

【パネリスト】  

●嶋田  暁文（しまだ あきふみ）／九州大学大学院法学研究院  准教授  

 

（生年、出身）1973年生まれ、島根県安来市出身。 
 

（専門分野） 行政学、地方自治論。 
 

（担当科目） 公法学講座で行政学を担当。 
 

（肩書き） 九州大学大学院法学研究院准教授 
 

（所属学会） 日本行政学会、日本政治学会、自治体学会、地方自治学会。 
 

（著 作) 『政策実施』（ミネルヴァ書房）、『現代日本の地方自治』（敬文堂）、『ポスト分

権改革の条例法務』（ぎょうせい）、『はじめて学ぶ政治学』（ミネルヴァ書房、

2008 年）、『ゼロからの自治―大潟村の軌跡と村長・宮田正馗』（公人社、2012

年）（以上、いずれも共著）など。 
 

（最終学歴） 2002年 3月 中央大学大学院法学研究科 博士課程単位取得退学。 
 

（経 歴） 日本学術振興会特別研究員（2002 年 4 月～2004 年 3 月）、地方自治総合研究所

非常任研究員（1999年 6月～2004年 3月）を経て、2004年に九州大学助教授と

して赴任。 
 

（審議会等） 太宰府市自治基本条例審議会委員長（2011年度～）、日田市自治基本条例市民ワ

ーキンググループ会議アドバイザー（2010 年度～2013 年度）、古賀市補助金等

検討委員会委員長（2009 年度～2011 年度）、朝倉市男女共同参画苦情処理委員

（2009 年度～）、飯塚市指定管理者選定委員会委員長（2010 年度～2011 年度）、

福岡市事務事業評価会議委員（2010年度～2011年度）など多数。 
 
（職員研修 大分県地域政策スクール（2004年度～）、いとしま政策企画塾（2013年度～） 

・講演会） など多数。 
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（論 文） ・「自家用有償旅客運送に関する事務・権限の移譲をめぐる一考察～地域のニー
ズと自治体の実態の狭間で分権改革を考える～（上）（下）」『自治総研』2014
年 3月号、4月号。 

 ・「福岡市における屋台と政治・行政―その過去と現在―（上）（下）」『自治総
研』2013年 9月号、10月号。 

 ・｢『第 2次分権改革』総括と自治体に求められる工夫―地域の実情に合った基
準の設定および運用を目指して」『季刊行政管理研究』142号、2013年。 

 ・「セクショナリズムと紛争マネジメント―今村セクショナリズム論の継承と発
展」『法学新報』118巻 3・4号、2011年。 

 ・「福祉有償運送をめぐる法政策論的考察～運営協議会問題を中心に～」『自治
総研』2010年 12月号。 

 など多数。 

 

 

 

●山本  憲司（やまもと  けんじ）／（特非）全国移動サービスネットワーク 理事  

 

1964年（昭和 39年）東京都生まれ。 

早稲田大学理工学部卒。 

総合商社にて交通インフラ関連の業務に従事。退職し NPO活動に携わり始める。 

その後、有限会社移動サポートを起業し福祉車両レンタル等を行う。 

特定非営利活動法人世田谷ミニキャブ区民の会（副理事長）、特定非営利活動法人 NPO 人材開発

機構（顧問）。 

2005年（法人設立時）より、特定非営利活動法人全国移動サービスネットワーク理事。 

 

 

 

●中根  裕（なかね ゆたか）／（特非）全国移動サービスネットワーク  理事長  

 

1972 年生まれ。淑徳大学社会福祉学部卒。介護福祉の専門誌編集長、介護系コンサルタントを

経て、現在は千葉県内の生活協同組合に勤務。サラリーマン生活の傍ら、NPO活動として特定非

営利活動法人全国移動サービスネットワーク（理事長）をはじめ、特定非営利活動法人 NPO支援

センターちば（理事）も務めている。 
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１．自家用有償旅客運送について
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背景 課題

自家用有償旅客運送制度をめぐる経緯

○ 過疎化の進行等により路線バスの撤退が進み、
生活交通の確保が大きな課題

○ 高齢化の進展等により 単独では公共交通機関
○ 例外許可であるため、輸送の安全確保や

利用者の保護のための法令上の措置が○ 高齢化の進展等により、単独では公共交通機関
を利用することが困難な移動制約者に対する個
別運送サービスへの需要が急増

利用者の保護のための法令上の措置が
未整備

○ 一方、ニーズの増加に伴い、例外的な許
可が急増し 常態化

「公共の福祉を確保するためやむを得ない場合」に、
自家用車による有償運送を例外的に許可

（旧道路運送法第８０条）

可が急増し、常態化

（参考） 平成１８年時点での例外許可件数：2,138団体

（旧道路運送法第８０条）

○ 過疎地域での輸送や福祉輸送とい た 地域住民の生活維持に必要な輸送に いて それらがバス タ

自家用有償旅客運送制度の創設（平成１８年道路運送法改正）

○ 過疎地域での輸送や福祉輸送といった、地域住民の生活維持に必要な輸送について、それらがバス・タ

クシー事業によっては提供されない場合に、国土交通大臣の登録を受けた市町村やＮＰＯ等が自家用車を

用いて有償で運送できることとする制度（自家用有償旅客運送制度）を創設

○ 輸送の安全（運行管理体制、運転者の要件等）や利用者の保護（収受する対価の掲示義務等）に係る規

定を設けることにより、安全かつ安心して利用できるサービスの普及を促進 2
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自家用有償旅客運送の実施

○ 自家用有償旅客運送の実施にあたっては、運営協議会（市町村運営有償運送の場合は地域公共交通会

運営協議会

議）において合意が調った後に、国土交通大臣の登録を受ける必要がある。

○ 国土交通大臣は、輸送の安全確保及び利用者の保護のための指導・監督を実施。

【主宰者】 市町村（都道府県も可）

【構成員】 地方運輸局（又は運輸支局）、地域住民、ＮＰＯ等、バス・タクシー事業者 等

運営協議会 （道路運送法第７９条の４）

【協議事項】 ①自家用有償旅客運送の必要性 ②運送の区域 ③旅客から収受する対価

合 意

国土交通大臣の登録 （道路運送法第７９条） 権限の委任により、都道府県ごと（北海道は７ヶ所）の運輸支局長が実施

【登録要件】 ①バス、タクシーによることが困難であり、かつ、地域住民の生活に必要な輸送を確保するため必要であることに

つき、地域の関係者が合意していること。

②運行管理体制、運転者、整備管理体制、事故発生時の連絡体制等、必要な安全体制を確保していること。

【有効期間】 年（重大事故を起 していない場合等は 年）【有効期間】 ２年（重大事故を起こしていない場合等は３年）

→協議会の合意に基づき、更新の登録が必要

国土交通大臣による輸送の安全確保等の指導・監督 （道路運送法第７９条の９ 等） 運輸支局長が実施国土交通大臣による輸送の安全確保等の指導 監督 （道路運送法第７９条の９ 等） 運輸支局長が実施

○ 運行管理体制、運転者の要件等、輸送の安全確保のために必要な体制等について、指導・監督

○ 必要に応じ、監査等により確認。さらに、是正命令や登録の取消等の処分を実施

3
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○ バス・タクシーによるサービスが提供されない地域において、自家用有償旅客運送の利用が拡大している。

自家用有償旅客運送とバス・タクシー事業

一定の交通需要があり、民間事業者に 交 通 空 白 地 域

路線バス タクシ

緑ナンバー
白ナンバー

住民のための自家用有償旅客運送

よるサービスが提供されている地域

路線バス・タクシー

バス事業者・タクシー
事業者が高密度の輸送
サービスを実施

交通空白地域において、住民の
移動手段の確保を目的として、
地域の関係者の合意に基づき、

住民のための自家用有償旅客運送
（市町村運営有償運送（過疎地）、過疎地有償運送）

コミュニティバス

地方自治体が自ら又はバス
事業者へ運行を委託して、

地域の関係者の合意に基づき、
市町村、ＮＰＯ等が自家用自動
車を使用して、有償で輸送

身体障害者等のための自家用有償旅客運送事業者へ運行を委託して、
住民等を輸送

福祉タクシー

タクシ 事業者が身体障害者

身体障害者等のための自家用有償旅客運送
（市町村運営有償運送（福祉）、福祉有償運送）

福祉タクシー等による輸送サービス
が提供されていない地域において、
身体障害者等の移動手段の確保を目タクシー事業者が身体障害者

等の移動制約者の輸送を目的
としてサービスを実施

身体障害者等の移動手段の確保を目
的として、地域の関係者の合意に基
づき、市町村、ＮＰＯ等が自家用自
動車を使用して、有償で輸送 4- 9 -



○ 市町村運営有償運送（過疎地） ○ 過疎地有償運送サンプル数：105団体 サンプル数：71団体

自家用有償旅客運送の現状①

･･･市町村が、主にバス車両により、定時定路線型の
運行を実施

運送１回当たりの利用者数： 4.8人

･･･ＮＰＯ等が、主にセダン型車両により、デマンド型
の運行を実施

運送１回当たりの利用者数： 2.9人送 回 り 利用者数

運送１回当たりの走行距離： 21km
運送の対価（利用者１人当たりの平均収受額）： 142円
収支率： 19 4％

運送１回当たりの走行距離： 24km
運送の対価（利用者１人当たりの平均収受額）： 491円
収支率： 42.0％収支率： 19.4％

（赤字部分は公的補助で補填）

運転者の平均年齢： 58歳

収支率： 42.0％
（赤字部分は公的補助や他の事業収入

で補填）

運転者の平均年齢： 61歳

○ 市町村運営有償運送（福祉）

･･･市町村が、主に車椅子車両により、デマンド型の

○ 福祉有償運送

･･･ＮＰＯや社会福祉法人等が、主にセダン型車両や
車 車 デ ド 施

サンプル数：43団体 サンプル数：172団体

運行を実施

運送１回当たりの利用者数： 1.2人
運送１回当たりの走行距離： 18km

車椅子車両により、デマンド型の運行を実施

運送１回当たりの利用者数： 1.0人
運送１回当たりの走行距離： 12km

運送の対価（利用者１人当たりの平均収受額）： 490円
収支率： 23.3％

（赤字部分は公的補助で補填）

運送の対価（利用者１人当たりの平均収受額）： 1,012円
収支率： 40.6％

（赤字部分は主に介護サービス等の
事業収入で補填）

※国土交通省が実施したサンプル調査よる推計（平成２３年度ベース）

運転者の平均年齢： 59歳 事業収入で補填）

運転者の平均年齢： 53歳

5- 10 -



自家用有償旅客運送の現状②

市町村（福祉）団体数 市町村（交通空白）団体数 過疎地団体数 福祉団体数

団体数・車両数

564 469 412 430 432 423 429 426
294 286 227 156 135 134 121 120 122

12 671 13,190

13,605 14,035 14,377 14,440 14,635 15,225 15,031

12 000

14,000

16,000

3,000

3,500

市町村（福祉）車両数 市町村（交通空白）車両数 過疎地車両数 福祉車両数

40 44 57 57 66 74 77 82 88552 564 469 412 430 432 423 429 426

1,673 1,752 1,875
2,059

2,275 2,397 2,457 2,513 2,54212,671

6 000

8,000

10,000

12,000

1,500

2,000

2,500

2,136 2,266 2,320 2,327 2,333 2,344 2,338 2,405 2,400

757 761 676
476 468 470 439 426 442

355 383 386 438 464 505 529 551 574

0
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4,000

6,000

0
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00
Ｈ１８．９ Ｈ１９．３ Ｈ２０．３ Ｈ２１．３ Ｈ２２．３ Ｈ２３．３ Ｈ２４．３ Ｈ２５．３ Ｈ２６．３

87 91
710 719 725 739 752 760800

過疎地有償運送運営協議会 福祉有償運送運営協議会 全体協議会数

46 47
50

67 69 77 82 87 91

543 567
609
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497 520 559
643 650 648 657 665 669
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２．自家用有償旅客運送の
事務・権限の移譲までの経緯について事務・権限の移譲までの経緯について

7
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基本的な考え方

自家用有償旅客運送の事務・権限の移譲の基本的な考え方と検討すべき課題

【地方分権改革有識者会議地域交通部会】

○ 過疎地域の移動手段、介護等福祉を支える輸送といった地域住民の生活維持に必要
な自家用有償旅客運送に関する事務・権限については、地域で判断できる裁量を拡大す
るため 希望する市町村に移譲する

基本的な考え方

るため、希望する市町村に移譲する。

○ 自家用有償旅客運送の事務・権限の移譲に際しては、輸送の安全を確保し、利用者
保護を図りつつ 地域の実情に応じた運送を実現する観点から 以下の３点を踏まえ保護を図りつつ、地域の実情に応じた運送を実現する観点から、以下の３点を踏まえ
て具体的な制度設計を行う必要がある。

・ 地域の特性や利用者のニーズに応じた輸送が実現されること

・ 地域の幅広い関係者の意見を反映できる仕組を充実させること

・ 市町村が事務・権限を担う際に、必要な輸送の安全確保が担保されること

その他検討すべき課題

① 運送の実施主体① 運送の実施主体

② 運送の種別

③ 地域における合意形成の手続・運用

8

③ 地域における合意形成の手続 運用

④ 輸送の安全確保のために必要な仕組の構築
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○平成 年 月 地方分権改革有識者会議 下に地域交通部会が設○ 地方分権改革 推進体制を整 るため 成 年 地方分権

地方分権改革有識者会議について 地域交通部会について

地方分権改革有識者会議及び地域交通部会について

○平成２５年５月、地方分権改革有識者会議の下に地域交通部会が設
置された。

○地域交通部会では、自家用有償旅客運送に関する事務・権限の見直
しをテーマとして、各省や地方団体等の関係者からヒアリングを行い、
移譲に係る具体的な方策について検討を行った。

○ 地方分権改革の推進体制を整えるため、平成２５年３月に地方分権
改革推進本部（本部長：総理 全閣僚で構成）が設置され、国から地方
への事務・権限の移譲などについて議論を進めていくこととされた。

○ 専門的・実務的な議論を行うため、平成２５年４月に地方分権改革
推進担当大臣の下に地方分権改革有識者会議が設置された。推進担当大臣 下 地方分権改革有識者会議 設置され 。

地方分権有識者会議委員名簿

座長 神野 直彦 東京大学名誉教授

座長代理 小早川 光郎 成蹊大学法科大学院客員教授

地域交通部会委員名簿

部会長 後藤 春彦 早稲田大学 創造理工学部長
座長代理 小早川 光郎 成蹊大学法科大学院客員教授

議員
柏木 斉

株式会社リクルートホールディングス取
締役相談役

後藤 春彦 早稲田大学創造理工学部長

構成員
内田 明憲 読売新聞 論説委員

加藤 博和 名古屋大学大学院 准教授
白石 勝也 松前町長

勢一 智子 西南学院大学教授

谷口 尚子 東京工業大学准教授

古川 康 佐賀県知事

加藤 博和 名古屋大学大学院 准教授

勢一 智子 西南学院大学 教授

自家用有償旅客運送に関する議論の状況

古川 康 佐賀県知事

森 雅志 富山市長

第１回 （H25/4/12金） 事務局より 国から地方 の事務 権限の移譲

山内 弘隆 一橋大学大学院 教授

開催状況

第１回 （H25/4/12金）：事務局より、国から地方への事務・権限の移譲
に係るこれまでの議論について説明

第２回 （4/26金）：神野座長より、地域交通等の分野について専門部
会を設置することが提言

第３回 （5/15水）：国から地方への事務・権限の移譲に関する各府省

第１回 （H25/7/3水）：事務局より自家用有償旅客運送に関する事務・権

限の見直し等についての説明。

関係者（国交省、古川知事（知事会）、森市長（市長会）、
第３回 （5/15水）：国から地方への事務・権限の移譲に関する各府省

の回答結果の報告。自家用有償旅客運送を主なテー
マとする専門部会の設置について合意。

第４回 （8/29木）：地域交通部会からの報告、
「当面の方針」（案）について議論 等

揖斐川町長（町村会）、関係団体）からのヒアリング

第２回 （7/26金）：報告書（素案）について意見交換（部会長に一任） 9
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５ 見直しの方向性等 平成25年8月29日第4回地方分権改革有識者会議資料より

地方分権改革有識者会議 地域交通部会報告書（抜粋）

（１）事務・権限の移譲
① 移譲先

（略）現在は国（国土交通省）が行っている、自家用有償旅客運送に関する事務・権限の担い手としては市町村がふさわしいと考えら
れ、事務・権限の移譲先としては、希望する市町村を基本とすべきである。れ、事務 権限の移譲先としては、希望する市町村を基本とす きである。

一方で、財政状況を含め執行体制上の懸念などから事務・権限の移譲を希望しない市町村が出てくることも考えられる。このような市
町村に対しては、まずは、移譲を受けやすくするための環境整備を国（国土交通省）が行い、移譲の促進を図ることが必要である。

また、事務・権限の移譲を希望しない市町村の区域については、市町村とともに住民の暮らし全般に責任を負う立場にある都道府県
が、上記のような意欲・能力を持つ場合、市町村にかわって役割を果たすことが考えられる。

このため、当該事務・権限の移譲を希望しない市町村の区域については、希望する都道府県にも移譲することができるようにすべきで
ある。

なお、当初は事務・権限の移譲を受けなかった市町村が、その後希望するに至った場合には、当該市町村にも移譲することができる
ようにすべきである。（以下略）

② 移譲先の体制整備② 移譲先の体制整備
移譲に当たっては、移譲先において、輸送の安全を確保し、利用者保護を図るための事務・権限を適切に執行する体制を整備する

ことが不可欠である。
このため、国（国土交通省）は、これまで蓄積した専門的な知見やノウハウはもとより、輸送の安全確保を担う責任に対する考え方な

ども含めて的確に継承するために必要な措置を講ずるとともに 移譲後においても事務・権限が適切に執行されるよう 移譲先の地方ども含めて的確に継承するために必要な措置を講ずるとともに、移譲後においても事務 権限が適切に執行されるよう、移譲先の地方
公共団体との連携を図り、これを支援すべきである。

また、国（国土交通省）は、自家用有償旅客運送の実施とその登録・監査等の事務が同一の地方公共団体に帰属する場合であって
も、適正な登録・監査等が実施されるよう必要な措置を検討すべきである。

（２）地域の実情に応じた運送の実現に向けた措置（ ） 域 実情 送 実現 措置
① 国（国土交通省）は、
(ⅰ) これまで法人格のある団体に限られていた実施主体を弾力化すること、
(ⅱ) 運送の種別ごとに限定されていた旅客の範囲を拡大すること、
(ⅲ) 運送の対価は、実費の範囲内であり、営利を目的としているとは認め
られない妥当な範囲内であれば設定可能である旨の周知を徹底すること、
(ⅳ) 地域における合意形成の手続や運用を改善すること、
(ⅴ) 登録更新における書類の省略等事務手続を簡素化すること、
など、意欲ある地方公共団体が地域の実情に応じた自家用有償旅客運送を実現することができるよう必要な措置を検討すべきである。

10
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自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会

趣旨

平成２５年８月の地方分権改革有識者会議において、自家用有償旅客運送の事務・権限の移譲については、希望する市町村に対し
て移譲することを基本とするとともに、地域の実情に応じた自家用有償旅客運送の実現のための必要な措置を講じること等を内容とし
た報告書が報告された。

これを踏まえ、希望する市町村等への事務・権限の移譲に係る具体的な制度設計、輸送の安全確保のために必要な仕組み、地域の
実情に応じた運送の実現に向けた運用ル ルの緩和や運用方法の改善等の制度の詳細設計に いて専門的に検討する実情に応じた運送の実現に向けた運用ルールの緩和や運用方法の改善等の制度の詳細設計について専門的に検討する。

① 希望する市町村等への事務・権限の移譲に係る具体的な制度設計 （法律改正関係事項）
② 輸送 安全確保及び利用者保護 ため 必要な仕組 （法律改 関係事項）

検討事項

② 輸送の安全確保及び利用者保護のために必要な仕組み （法律改正関係事項）
③ 移譲を受けやすくするための環境整備及び国による支援のあり方
④ 地域の実情に応じた運送の実現に向けた運用ルールの緩和や運用方法の改善等 等

・後藤 春彦 早稲田大学創造理工学部長（座長）
・内田 明憲 読売新聞論説委員
・加藤 博和 名古屋大学大学院准教授
勢 智子 西南学院大学教授

検討会委員

第1回 平成25年10月7日
第2回 平成25年11月28日
第3回 平成25年12月20日

開催状況

学識経験者等

・勢一 智子 西南学院大学教授
・山内 弘隆 一橋大学大学院教授
・高塚 明 佐賀県交通政策部身近な移動手段検討チームプロジェクトマネージャー
・舩渡川 肇 高崎市地域交通課長
・椎葉 晃充 宮崎県椎葉村長

第3回 平成25年12月20日
第4回 平成26年3月20日

検討会資料
充 長

・梶原 景博 (公社)日本バス協会理事長
・各務 正人 (一社)全国ハイヤー・タクシー連合会理事長
・漢 二美 (一財)全国福祉輸送サービス協会会長
・山本 憲司 ＮＰＯ法人全国移動サービスネットワーク理事
・細川 健 全日本交通運輸産業労働組合協議会事務局次長

国土交通省ホームページ
http://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha_tk
3_000054.html

11

・細川 健 全日本交通運輸産業労働組合協議会事務局次長
・高橋 学 全国自動車交通労働組合連合会書記次長 （順不同・敬称略）

行政関係者 ・国土交通省自動車局、内閣府地方分権改革推進室、厚生労働省老健局
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自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会
最終とりまとめ（概要）

自動車局が設置した「自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会（座長：後藤春彦
早稲 大学創造理 学部長） は 現在国会 審議中 地方分権 括法案 盛り込まれた自家 有償旅客運送 事務 権限 希早稲田大学創造理工学部長）」では、現在国会で審議中の地方分権一括法案に盛り込まれた自家用有償旅客運送の事務・権限の希
望する市町村等への移譲について、具体的な移譲の進め方や自家用有償旅客運送の有効活用に資する運用ルールの緩和のあり方等
を検討し、以下のとおり最終とりまとめを行った。

１．事務・権限の移譲に関する考え⽅
○ 移譲の目的は、国会審議中の地域公共交通活性化・再生法改正法案と相まって、地方公共団体による創意工夫をこらした地域

の交通ネットワークの形成・充実の取り組みを促進することにある。
○ 移譲が有効活用されるようにするためにも、国土交通省が今回の提言内容を速やかに実施し、継続的にフォローアップを行っ

ていくべき

１．事務 権限の移譲に関する考え⽅

ていくべき。

（１）いわゆる「手挙げ方式」による移譲

２．移譲の進め⽅
（１）運用ルールの緩和

３．運⽤ルールの緩和・運営協議会のあり⽅の改善等

（１）いわゆる 手挙げ方式」による移譲

・移譲先の市町村長又は都道府県知事を国土交通大臣が指定する
方式により、希望する市町村等に対して移譲する制度とする。
（地方分権一括法案に反映済み）

（２）輸送の安全確保・利用者利益の保護

・今後の法制的検討で可能と判断されれば、市町村長が
適切と認める「権利能力なき社団」も実施主体として
認めるべきである。

・運送できる旅客として、一定の条件の下で、①地域外
からの生活支援ボラ テ ②社会参加が困難な

・移譲される市町村等が事務を適切に遂行する能力・体制を備え

ていることが必要である。

・このため、国土交通省において指定基準の明確化、指導・助

言 市町村を補完する都道府県への働きかけ等を行うべきであ

からの生活支援ボランティア、②社会参加が困難な
者、③地域外からの訪問者等も認めるべきである。

（２）運営協議会のあり方の改善等
・他の交通関係協議会と連携するほか、まちづくり、福

祉 教育等の分野と一体的に議論するべきである言、市町村を補完する都道府県への働きかけ等を行うべきであ

る。

・移譲後も、移譲を受けた市町村等と密接に連携すべきである。

（３）移譲を促進するための環境整備等

市町村等が移譲を受けやすくするため 国土交通省において知

祉、教育等の分野と 体的に議論するべきである。
・国土交通省において、協議対象の合理化に向けた働き

かけの継続、合意形成の円滑化に向けた先進事例に関
する情報提供、関係者に対する研修機会の提供、コー
ディネーター役としての有識者の活用や不合理なロー

・市町村等が移譲を受けやすくするため、国土交通省において知

見・ノウハウの継承、人材育成に係る支援等を行うべきであ

る。

役 有識者 活用
カルルールの是正の促進等を進めるべきである。

地方分権一括法案 ：地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案
地域公共交通活性化・再生法改正法案：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律案

12
- 17 -



事務・権限の移譲に関する法制的考え方

希望する市町村又は都道府県への事務・権限の移譲（いわゆる「手挙げ方式」）の法制的な考え方 並びに 輸送の安全の確保
及び利用者の利益の保護の考え方については、以下を基本とする。

（１）希望する市町村又は都道府県への事務・権限の移譲(いわゆる｢手挙げ方式｣)の法制的な考え方

輸送の安全の確保及び利用者の利益の保護に関する事務を適切に行うことができるものとして国土交通大臣が指定した市町
村等が事務を行うことを基本とする。

①申出等
市町村 ②輸送の安全の確保と利用者の保護に関す市町村
又は

都道府県
国

③指定

る事務を適切に行うための能力・体制を
整えるよう指導・助言を行う

事務・権限の移譲後における輸送の安全の確保及び利用者の利益の保護を担保するため､地方自治法に基づく助言等を活
用しつつ、国土交通省においては、専門的な知見やノウハウ、輸送の安全確保を担う責任に対する考え方なども含めて的確に

（２）輸送の安全の確保及び利用者の保護の考え方

継承するとともに、移譲後においても事務・権限が適切に執行されるよう支援する。

自家用有償

登録、監査、業務改善命令、
業務停止命令、登録取消 市町村 助言、勧告、是正の要求等

自家用有償
旅客運送者

（市町村、NPO等）

市町村
又は

都道府県
国

なお、事務・権限の移譲後は、市町村等においてその意欲と能力、責任と覚悟に基づいて事務を担っていくべきであ
ることは言うまでもないが、輸送の安全の確保のために特に必要があり、かつ、緊急の必要がある場合は、国土交通
省において市町村長等の指定を解除することについて検討し、解除を行うこともありうることとする。

13
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最終とりまとめ

事務・権限の移譲の促進

自家用有償旅客運送を行っている市町村のうち、事務・権限の移譲を希望する市町村は約６％であるなど、現時点で移譲を
希望する市町村はまだ少数にとどまっている。将来的に市町村等の事務として定着させていくためには、国土交通省において
様々な支援策を講じることにより移譲を促進していくことが不可欠である。

こうした観点から、市町村等との接点が多い地方運輸局や運輸支局が中心となって、地域住民の移動手段の確保の必要性こうした観点から、市町村等との接点が多い地方運輸局や運輸支局が中心となって、地域住民の移動手段の確保の必要性
や自家用有償旅客運送の位置づけ・役割に関する説明や啓発等の取組みを行うとともに、市町村等の要望をきめ細かく把握
しながら、それらを踏まえて移譲に向けた働きかけ、事務処理に関する知見・ノウハウ等の継承、運営協議会等の円滑な運営
に向けた助言、輸送の安全の確保に係る専門的な人材の育成等の支援を行うべきである。

譲 促進 向 組

内 容

移譲の促進に向けた取組み

○ 移譲の促進に向けた働きかけ
制度改正 趣旨等 市町村等 対す 説明や働き け 等・ 制度改正の趣旨等について、市町村等に対する説明や働きかけ 等

○ 事務処理に関する知見、ノウハウ等の継承
・ 登録・指導等の事務処理、組織体制の構築等に関する知見・ノウハウの提供に係るガイドラインの作成 等

○ 運営協議会等の円滑な運営に向けた運用指導○ 運営協議会等の円滑な運営に向けた運用指導
・ 関係法令、通達等の解釈の周知
・ ローカルルールの改善指導
・ 地域の交通ネットワークとのマッチングのための調整手法の共有（参考：地域公共交通再編プロジェクト） 等

○ 輸送の安全確保に係る専門的な知見を有する人材育成のための支援

体 制

○ 輸送の安全確保に係る専門的な知見を有する人材育成のための支援
・ 監査等の的確な実施に関する講習、セミナー等の実施 等

○ 都道府県単位で設置されている各運輸支局において体制を整備

運輸支局

国土交通本省及び地方運輸局等がサポート

首席運輸企画専門官（輸送・監査担当） 運輸企画専門官（輸送・監査担当） （←総務企画担当がサポート） 14
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１ 第４次一括法について

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に
関する法律（第４次一括法）の概要

平成26年6月4日公布

１．第４次 括法について

地方分権改革推進委員会の勧告のうち、残された課題である国から地方公共団体への事務・権限の移譲等を推進するととも
に、第30次地方制度調査会答申（平成25年6月25日）で示された都道府県から指定都市への事務・権限の移譲等を推進するた
め、 「事務・権限の移譲等に関する見直し方針について」（平成25年12月20日閣議決定）を踏まえ、関係法律の整備を行うもの。

２．改正概要（国土交通省関係）

国から地方公共団体への事務・権限の移譲
自家用有償旅客運送とは

以下の事務・権限を移譲できるよう、
都道府県等の処理する事務に関する規定等を改正。

・自家用有償旅客運送に関する事務・権限
〔登録・監査等〕 【道路運送法】

自家用有償旅客運送とは

バス・タクシー等が運行されていない過疎地域等において、住民の日常生活
における移動手段を確保するため、地方運輸局長の登録を受けた市町村、
ＮＰＯ等が、自家用車を用いて有償で運送する仕組。
（平成１８年導入。登録団体数：3,036団体（平成25年３月時点））

→ 希望する市町村に移譲することを基本
・自動車道事業に関する事務・権限
〔供用約款の設定の認可等〕 【道路運送法】

・自動車運転代行業に関する事務・権限
〔認定等に係る同意等〕 【運転代行業法】

→  希望する市町村に移譲することを基本。
（希望しない市町村の区域については、

希望する都道府県にも移譲。）

＜効果＞
・ 地域における関係者の合意から登録までにかかる期間の短縮
・ 地域の実情に応じた創意工夫による移動手段の確保

都道府県から指定都市への事務・権限の移譲

〔認定等に係る同意等〕 【運転代行業法】

※ 法律全体では、４３の法律に定める事務・権限を国から地方公共団体に移管。

・公有水面の埋立の免許等 【公有水面埋立法】・公有水面の埋立の免許等 【公有水面埋立法】

・規制区域の指定等 【国土利用計画法】

・一の指定都市区域内の都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）

に関する都市計画の決定等 【都市計画法】 ※法律全体では、２５の法律に定める事務・権限を都道府県から指定都市に移管。

15平成２７年４月１日（体制整備に特に時間を要するものについては個別に定める日）

３．施行期日
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道路運送法の改正の概要（自家用有償旅客運送関係）

事務 権限移譲の考え方

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るた
めの関係法律の整備に関する法律（第４次一括法）（平成26年
6月4日公布）により改正

過疎地域の移動手段、介護等福祉を支える輸送といった地域住民の生活維持に必要な

自家用有償旅客運送に関する事務・権限については 地域で判断できる裁量を拡大する

事務・権限移譲の考え方

自家用有償旅客運送に関する事務・権限については、地域で判断できる裁量を拡大する

ため、希望する市町村又は希望する都道府県に移譲する。

具体的な事務・権限の内容

新規登録・更新登録・変更登録等 （道路運送法第７９条・第７９条の６・第７９条の７）

報告徴収 監査等

具体的な事務 権限の内容

報告徴収、監査等 （道路運送法第９４条）

輸送の安全又は旅客の利便の確保のための是正措置命令 （道路運送法第７９条の９第２項）

事故報告に係る届出の受理 （道路運送法第７９条の１０）事故報告に係る届出の受理 （道路運送法第７９条の１０）

業務の廃止に係る届出の受理 （道路運送法第７９条の１１）

業務の停止命令及び登録の取消 （道路運送法第７９条の１２）

有効期間の満了、業務の廃止届出又は登録の取消による登録の抹消 （道路運送法第７９条の１３）

16
- 21 -



○事務・権限の移譲については 移譲を希望する市町村に移譲される（いわゆる「手挙げ方式」）。

事務・権限の移譲のしくみ

○事務 権限の移譲については、移譲を希望する市町村に移譲される（いわゆる「手挙げ方式」）。

○移譲を希望しない市町村の区域について都道府県が移譲を希望する場合は、都道府県に事務・権限が移譲される。

○移譲を受けた都道府県内の市町村が後に移譲を希望することとなった場合は、当該市町村に係る権限については都道府県から
移譲される。

希望あり 希望なし市町村の
移譲 希望

希望あり 希望なし

移譲の希望

都道府県の希望あり 希 な
都道府県の
移譲の希望

市町村が事務・
権限を保有

都道府県が

事務 権限を保有
国が事務・権限を保有

※後に、市町村が移
譲を希望する場合
は、権限移譲

権限を保有 事務・権限を保有

17
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事務・権限の移譲のしくみ

○事務・権限の移譲により、登録の申請先が市町村または都道府県とすることが可能となる。

運営協議会

過疎地有償運送、福祉有償運送の場合

地域公共交通会議

市町村運営有償運送の場合

関係者間での協議・合意関係者間での協議・合意

NPO等市町村
（市町村運営有償運送を行う者）

市町村（ 都道府県）

①登録申請
書類提出

②登録の実施

市町村（又は都道府県）

①登録申請書
類提出

②登録の実施

市町村（又は都道府県）

図 過疎地有償運送、福祉有償運送の登録の流れ（H27.4～）

市町村（又は都道府県）
（登録等の事務を行う者）

図 市町村運営有償運送の登録の流れ（H27.4～）

※市町村運営有償運送については、運送を実施する主体と登録等の事務を
行う主体が同一の自治体に帰属することとなるため、適切な役割分担がな
され、適正な登録・監査等が実施される必要がある。 18
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移譲される事務・権限の内容

※□色セルは登録手続き系の事務、■色セルは監査・処分系の事務事務・権限の一覧
事務・権限 条項 概要

登録 第79条 自家用有償旅客運送を行おうとする者は、国土交通大臣（以下「大臣」という。）の行う登録を受けなければ
ならない

大臣は、登録申請があった場合には、登録を拒否する場合を除くほか、必要事項を登録簿に登録しなけれ
ばならない

登録の実施 第79条の3 ばならない。
大臣は、登録をした場合は、遅滞なく申請者に通知しなければならない。
大臣は、登録簿を公衆の縦覧に供しなければならない。

登録の拒否 第79条の4
大臣は、運営協議会等で必要性についての合意がない場合や、欠格事由に該当する場合には、登録を拒
否しなければならない。
大臣は 登録の拒否をした場合は 遅滞なく申請者に通知しなければならない大臣は、登録の拒否をした場合は、遅滞なく申請者に通知しなければならない。

有効期間の更新の登録 第79条の6 登録の有効期間（無事故等の場合は３年、それ以外は２年）を更新する場合は、大臣の更新登録を受けな
ければならない

第79条の７第１項、第２項 登録事項を変更しようとするときは、大臣の行う変更登録を受けなければならない

変更登録等 第79条の７第３項 軽微な事項の変更をしたときは、その日から30日以内に大臣に届け出なければならない

第79条の７第４項 大臣は、軽微な事項の届出を受理したときは、届出内容を登録簿に登録しなければならない

輸送の安全及び旅客の 大臣は 自家用有償旅客運送者の業務について輸送の安全又は旅客の利便が確保されていないと認める輸送の安全及び旅客の
利便の確保

第79条の９第２項
大臣は、自家用有償旅客運送者の業務について輸送の安全又は旅客の利便が確保されていないと認める
ときは、是正措置を講ずべきことを命ずることができる

事故の報告 第79条の10 自家用有償旅客運送者は、重大な事故を惹起したときは、遅滞なく大臣に届け出なければならない

業務の廃止 第79条の11 自家用有償旅客運送者は、業務を廃止したときは３０日以内に大臣に届け出なければならない業務の廃止 第79条の11 自家用有償旅客運送者は、業務を廃止したときは３０日以内に大臣に届け出なければならない

業務の停止及び登録の
取消し

第79条の12 大臣は、運営協議会での合意が解除されたときや欠格事由に該当することとなった場合等には、六月以内
において期間を定めて、業務の全部若しくは一部の停止命令、又は登録を取り消すことができる

登録の抹消 第79条の13 大臣は、登録の有効期間が満了したとき、業務の廃止の届出があったとき、登録の取消しをしたときは、登
録を抹消しなければならない録を抹消しなければならな

聴聞の特例 第90条 地方運輸局長は、自家有償旅客運送の業務の停止の命令をしようとするときは、聴聞を行わなければなら
ない

報告、検査及び調査 第94条第1項、第4項 大臣は、その職員をして関係者に対し報告や質問、事業場への立ち入り、帳簿書類の検査をさせることがで
きる

19
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３．自家用有償旅客運送の運用ルールの３．自家用有償旅客運送の運用ル ルの
緩和・運用方法の改善について
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自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会
最終とりまとめ（概要）

自動車局が設置した「自家用有償旅客運送の事務・権限の地方公共団体への移譲等のあり方に関する検討会（座長：後藤春彦
早稲 大学創造理 学部長） は 現在国会 審議中 地方分権 括法案 盛り込まれた自家 有償旅客運送 事務 権限 希早稲田大学創造理工学部長）」では、現在国会で審議中の地方分権一括法案に盛り込まれた自家用有償旅客運送の事務・権限の希
望する市町村等への移譲について、具体的な移譲の進め方や自家用有償旅客運送の有効活用に資する運用ルールの緩和のあり方等
を検討し、以下のとおり最終とりまとめを行った。

１．事務・権限の移譲に関する考え⽅
○ 移譲の目的は、国会審議中の地域公共交通活性化・再生法改正法案と相まって、地方公共団体による創意工夫をこらした地域

の交通ネットワークの形成・充実の取り組みを促進することにある。
○ 移譲が有効活用されるようにするためにも、国土交通省が今回の提言内容を速やかに実施し、継続的にフォローアップを行っ

ていくべき

１．事務 権限の移譲に関する考え⽅

ていくべき。

（１）いわゆる「手挙げ方式」による移譲

移譲先の市町村長又は都道府県知事を国土交通大臣が指定する

２．移譲の進め⽅
（１）運用ルールの緩和

３．運⽤ルールの緩和・運営協議会のあり⽅の改善等

・移譲先の市町村長又は都道府県知事を国土交通大臣が指定する
方式により、希望する市町村等に対して移譲する制度とする。
（地方分権一括法案に反映済み）

（２）輸送の安全確保・利用者利益の保護

・移譲される市町村等が事務を適切に遂行する能力・体制を備え

・今後の法制的検討で可能と判断されれば、市町村長が
適切と認める「権利能力なき社団」も実施主体として
認めるべきである。

・運送できる旅客として、一定の条件の下で、①地域外
からの生活支援ボラ テ ②社会参加が困難な・移譲される市町村等が事務を適切に遂行する能力・体制を備え

ていることが必要である。

・このため、国土交通省において指定基準の明確化、指導・助

言、市町村を補完する都道府県への働きかけ等を行うべきであ

る

からの生活支援ボランティア、②社会参加が困難な
者、③地域外からの訪問者等も認めるべきである。

（２）運営協議会のあり方の改善等
・他の交通関係協議会と連携するほか、まちづくり、福

祉 教育等の分野と一体的に議論するべきであるる。

・移譲後も、移譲を受けた市町村等と密接に連携すべきである。

（３）移譲を促進するための環境整備等

・市町村等が移譲を受けやすくするため、国土交通省において知

祉、教育等の分野と 体的に議論するべきである。
・国土交通省において、協議対象の合理化に向けた働き

かけの継続、合意形成の円滑化に向けた先進事例に関
する情報提供、関係者に対する研修機会の提供、コー
ディネーター役としての有識者の活用や不合理なロー

見・ノウハウの継承、人材育成に係る支援等を行うべきであ

る。

役 有識者 活用
カルルールの是正の促進等を進めるべきである。

地方分権一括法案 ：地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律案
地域公共交通活性化・再生法改正法案：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律案
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運用ルールの緩和（実施主体の弾力化）

○現行制度
市 村 特定非営利活動法人 か 道路運送法施行規則 規定する法人格を有する団体（ 般社団法人 般財団法人 認 地縁市町村・特定非営利活動法人のほか、道路運送法施行規則に規定する法人格を有する団体（一般社団法人、一般財団法人、認可地縁

団体、農業協同組合、消費生活協同組合、医療法人、社会福祉法人、商工会議所及び商工会）に限定。
○中間とりまとめ

実施主体の弾力化に関しては、実施主体の非営利性及び法人格の要件について、自家用有償旅客運送の位置づけ並びに輸送の安全
の確保及び利用者の利益の保護の観点を踏まえ 本検討会において 市町村等や協議会による確認や合意を前提とするスキームの導

論点 制度の趣旨 改正の方向性 最終とりまとめ

の確保及び利用者の利益の保護の観点を踏まえ、本検討会において、市町村等や協議会による確認や合意を前提とするスキームの導
入など、引き続き制度の詳細の検討を進めていくこととする。

採算性の面から事業者が参入しないよう
な地域であって、運送サービスの提供が営
利事業としては成り立たない地域を前提に、

株式会社等の営利を目的とした主体につ
いては、事業性がないことを前提として行わ
れる自家用有償旅客運送の直接の担い手
となることは適切とは考えられないことから

非営利性 例外的に、事業者以外の主体による有償旅
客運送を特別に認めるものであることから、
実施主体についても営利を目的としないも
のに限定。

となることは適切とは考えられないことから、
NPOや認可地縁団体等の営利を目的としな
い主体を別途組織することにより、自家用
有償旅客運送を実施することとすべきでは
ないか。

道路運送法上、「権利能力なき社団」を法
人と同様に扱うことができるか否かについ
て法制的検討を行った上で、可能と認めら
れる場合には 市町村長において 実施主れる場合には、市町村長において、実施主
体の非営利性を前提としつつ、「輸送の安
全及び旅客の利便の確保の為に必要な措
置を講じるための組織的基盤があり、実施
主体として適切であること」を認め、運営協
議会 報告 「権 能 なき社

自動車を使用して他人を有償で運送する
も ある 上 輸送 安全及び旅客 利 輸送 安全及び旅客 利便 確保 た 議会へ報告した「権利能力なき社団」につい

て、実施主体として認めることとする。
法人格

ものである以上、輸送の安全及び旅客の利
便の確保に関して一定の措置を講ずること
が求められ、運行管理の体制や事故後の
処理体制などの整備が必要となり、こうした
体制を確保するためには、ある程度組織的

輸送の安全及び旅客の利便の確保のた
めに必要な措置を講じるための組織的基盤
がある場合については、法人格を有しない
主体も実施主体として認めてよいのではな
いか。

22

体制を確保す 、あ 程度組織
な基盤が必要と考えられる。

。
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運用ルールの緩和（旅客の範囲の拡大①）

○現行制度
道路運送法施行規則により それぞれの種別に応じて運送の対象を限定道路運送法施行規則により、それぞれの種別に応じて運送の対象を限定。

○中間とりまとめ
旅客の範囲の拡大については、生活支援ボランティア、障害を有しない者であって地域住民のうち特別に市町村長が必要と認めた者及び
事業者によるサービスの提供が客観的に困難な場合における地域外からの訪問者などの移動手段をどのように確保するかについて、一
般旅客自動車運送事業が厳格な安全規制の下に置かれていることも踏まえ 本検討会において 引き続き詳細な検討を進めていくことと

論点 制度の趣旨 改正の方向性 最終とりまとめ

地域外から 生活支援ボ （自然災害又は気象条件によ

般旅客自動車運送事業が厳格な安全規制の下に置かれていることも踏まえ、本検討会において、引き続き詳細な検討を進めていくことと
する。

地域住民の生活に必要
不可欠である雪下ろし、除
雪等の生活支援型ボラン

地域外からの生活支援ボランティア（自然災害又は気象条件によ
り生じた当該地域内の住民の生活上の困難を解消又は緩和するた
めに必要な役務を無償で提供する者として地方自治体が認めた者）
については、

①地方自治体に生活支援ボランティアとして登録等がなされている

地域外からの生活支
援ボランティア

不特定多数の者の運
送については、輸送の
安全及び旅客の利便の
確保の観点から、バス・
タクシ 事業 許 を

雪 援
ティアを行う地域住民では
ない又は地域外からの訪
問者については「当該地
域内において日常生活に
必要な用務を反復継続し

① 治体 援 録
こと又は地方自治体が認めた生活支援ボランティア団体に当該
団体の構成員として登録等がなされていること

②生活支援ボランティアの氏名、住所、ボランティア活動場所（当
該地域内に限る）、ボランティア活動期間を地方自治体において
確認していることタクシー事業の許可を

取得して行うべきもので
あり、自家用有償旅客
運送は、運送の種別に
応じて、運送の対象を

必要な用務を反復継続し
て行う者」として運送の対
象と認めることが適当であ
る。

確認していること
③生活支援ボランティアが、過疎地有償運送者の会員として名簿

に記載されていること
等の措置が講じられている場合には、地域住民の日常生活に必要
な用務を反復継続して行う者として運送できることとした。
（平成25年12月27日付け旅客課長通達を発出）

、 送 象
地域住民又はあらかじ
め名簿に記載された会
員に限定。

（平成25年12月27日付け旅客課長通達を発出）

障がいは有しない地域
住民のうち社会参加が

障がいは有しない者で
あっても、社会参加が困
難な状況であれば 障が

地域住民である限り、市町村運営有償運送（交通空白輸送）又は
過疎地有償運送により運送することが可能。

福祉有償運送についても、健康上等の理由から道路運送法施行

23

住民のうち社会参加が
困難な事情が認めら
れる者

難な状況であれば、障が
いを有する者と同様の扱
いとしてもよいのではない
か。

規則第49条第3項のイ～ニに準ずる者として市町村長が認めて名簿
に記載することとされた者であって、運営協議会へ報告した者につい
ては、福祉有償運送においても運送できることとする。市町村運営有
償運送（市町村福祉輸送）についても、これに準ずることとする。
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運用ルールの緩和（旅客の範囲の拡大②）

○現行制度
道路運送法施行規則により それぞれの種別に応じて運送の対象を限定道路運送法施行規則により、それぞれの種別に応じて運送の対象を限定。

○中間とりまとめ
旅客の範囲の拡大については、生活支援ボランティア、障害を有しない者であって地域住民のうち特別に市町村長が必要と認めた者及び事業者によ
るサービスの提供が客観的に困難な場合における地域外からの訪問者などの移動手段をどのように確保するかについて、一般旅客自動車運送事業
が厳格な安全規制の下に置かれていることも踏まえ、本検討会において、引き続き詳細な検討を進めていくこととする。

論点 制度の趣旨 改正の方向性 最終とりまとめ

以下の分類に応じて、一定の条件の下で、地域住民ではない又は名簿に記載されていない
地域外からの訪問者も運送できることとする。

な 「バ 事業者 住 な 簿 載 な

が厳格な安全規制の下に置かれていることも踏まえ、本検討会において、引き続き詳細な検討を進めていくこととする。

地域住民ではな
い又は名簿に記載
されていない地域
外からの訪問者を

なお、「バス・タクシー事業者において地域住民ではない又は名簿に記載されていない地域
外からの訪問者も含めた運送サービスの提供が困難であること」については、市町村長にお
いて定期的に確認することとする。

①バス・タクシー事業者の営業所が無い離島
• 実施主体において、予め利用者に対してバス・タクシー事業者ではないことを明示すること

地域住民では
ない又は名簿

不特定多数の者
の運送について
は 輸送の安全確

外からの訪問者を
輸送することは、輸
送の安全確保の観
点からバス・タク
シー事業の許可を
取得して行うべきで

②その他の地域（市町村運営有償運送（交通空白輸送）、過疎地有償運送）
• 市町村長において、「地理的条件等により、バス・タクシー事業者において地域住民ではな

い又は名簿に記載されていない地域外からの訪問者も含めた運送サービスの提供が困難
であること」を判断するため、当該市町村の区域内に営業所を有するすべてのバス・タク
シー事業者に対し、サービス提供の意思の有無を確認している（サービス提供の意思を示ない又は名簿

に記載されて
いない地域外
からの訪問者

は、輸送の安全確
保の観点から、バ
ス・タクシー事業
の許可を取得して
行うべきである。

取得して行うべきで
あるが、地理的条
件等により、許可を
得た事業者による
サービス提供が明
らか 困難な場合

シ 事業者に対し、サ ビス提供の意思の有無を確認している（サ ビス提供の意思を示
す場合には当該事業者が確実にサービス提供しなければならないことを前提とするものと
する。以下同じ。）こと
• すべてのバス・タクシー事業者によるサービス提供が困難であることを確認したことについ

て運営協議会等へ報告していること
• 実施主体において、予め利用者に対してバス・タクシー事業者ではないことを明示すること

らかに困難な場合
にあっては、自家
用有償旅客運送の
対象として認めるこ
とが適切ではない

③その他の地域（市町村運営有償運送（市町村福祉輸送）、福祉有償運送）
• 市町村長において、「当該市町村の区域内及びその周辺に営業所が存在しないこと等によ

り、バス・タクシー事業者において地域住民ではない又は名簿に記載されていない地域外
からの訪問者も含めた運送サービスの提供が困難であること」を判断するため、当該市町
村及び隣接市町村の区域内に営業所を有するすべてのバス・タクシー事業者に対し、サー

24

適切
か。

村及び隣接市町村の区域内に営業所を有するす てのバス タクシ 事業者に対し、サ
ビス提供の意思の有無を確認していること
• バス・タクシー事業者によるサービス提供が困難であることを確認したことについて運営協

議会等へ報告していること
• 実施主体において、予め利用者に対してバス・タクシー事業者ではないことを明示すること
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運用方法の改善

○中間とりまとめ
運営協議会における協議がまちづくり 福祉 教育等の観点からも行われるようにするための取り組みの進め方 合意形成が法令の規定する事項以運営協議会における協議がまちづくり、福祉、教育等の観点からも行われるようにするための取り組みの進め方、合意形成が法令の規定する事項以

外にも必要とされている事例や円滑に進みにくい事例が多い現状を改善するための取り組みの進め方、不合理なローカルルールの是正を効果的に進
めるための取り組みの進め方等について、引き続き検討を進めていくこととする。

論点 見直しの方向性 最終とりまとめ

運営協議会の
協議 容

運営協議会の運営を担う市町村等は、交通がま
ちづくり、福祉、教育等と不可分の関係にあることを
踏まえ、地域公共交通活性化再生法に基づく協議
会や地域公共交通会議との連携を図るとともに ま

地域公共交通活性化・再生法の協議会（法定協議会）、地域公共交通会議、運営
協議会のいずれにおいても自家用有償旅客運送について議論できることとし、主宰
者である市町村長等の判断により、まちづくり等の分野と一体的に議論することを可
能とする。

その際、国土交通省において、「運営協議会に関する国土交通省としての考え方に
協議の内容

会や地域公共交通会議との連携を図るとともに、ま
ちづくり、福祉、教育等の関係者の参加も得ながら、
地域における交通の課題について総合的な観点か
ら協議を行う取組みを進めるべきではないか。

ついて」（平成18年9月15日国自旅第145号）等を改正して、法定協議会において地域
公共交通全体の枠組みを議論した上で自家用有償旅客運送を適切に位置づけるこ
とが望ましいことや、福祉有償運送を議論する際には、交通担当部局と福祉担当部
局が適切に連携し、交通政策と福祉政策を一体的に議論することが望ましい旨を明
示することにより、適切な運用を働きかける。

運営協議会の
合意形成の内
容

法令においては、「運送の必要性」「運送の区域」
「収受する対価」の三点についてのみ規定している
ことを踏まえ、地域の実情を最もよく把握し、協議会
の主宰者である市町村が主体となって、協議会に
おける合意形成の内容について検証・判断し 是正

国土交通省において、地域交通政策や福祉政策に主体的な役割を期待される市
町村が、協議会における協議の内容の適切性について判断し、必要性や合理性が
認められないものについては議題から外すこととするよう、引き続き積極的に働きか
けを行う。

「必要性」を協議する際には、地域の移動制約者の現状について、ケアマネー
おける合意形成の内容について検証・判断し、是正
に向けた働きかけを行うこととすべきではないか。

議
ジャーや保健師などの移動制約者の代弁者も協議会に参画させ、現場の実情を詳
細に把握した上で協議することが望ましい。

運営協議会
議決の方法等についてはルールを定めておらず、

条例 定める とも含め 市 村等 委ねられ

国土交通省において、バス・タクシー事業者、ＮＰＯが適切に役割分担・連携し、利
用者目線に立った一体的なサービス提供が図られている先進的な取組み事例に関

運営協議会の
合意形成の手
法

条例で定めることも含めて市町村等に委ねられて
いることを周知徹底すべきではないか。

また、協議会の関係者が利用者目線に立って適
切に連携した取組みを進めるべきではないか。

する情報を提供し、関係者間での共有を図る。（参考②：おでかけガイドブックについて）
また、運営協議会の円滑な運営のため、国土交通省において、協議会の座長や市町村等

の担当者に対して研修などの機会を提供する。また、有識者などの第三者をコーディネー

ターとすること等により円滑な合意形成を誘導するスタイルを確立し、普及を図る。その際、各

地方運輸局で地域公共交通のエキスパートとして紹介している人材の活用などを図る。

25
ローカルルール

地域の実情を最もよく把握し、協議会の主宰者で
ある市町村が主体となって、ローカルルールの必要
性や合理性について検証・判断し、是正に向けた
働きかけを行うこととすべきではないか。

国土交通省において、市町村がローカルルールの適切性について改めて判断し、
見直しを迅速に進めるよう促していくこととし、このため、毎年度見直しの進捗状況を
集計した上で、その具体的な結果を速やかに公表する。
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タクシー事業者とNPOの連携事例（杉並区「おでかけガイドブック」）

東京都杉並区は、平成１９年１０月、「出かけたいときに出かけられるまち」の実現を目指して、移動困難者が外出する際に必要な、様々な移動
サービスに関する相談や、移動に関する幅広い関係者のネットワークづくりに取り組むため、「杉並区移動サービス情報センター」を開設した。

同センターでは、福祉タクシー、介護タクシー、ＮＰＯによる福祉有償運送などのおでかけに係るサービス内容や自らのニーズに即した最適な移動
手段をわかりやすく解説し、便利にサービスを利用してもらうための「おでかけガイド」を作成した。

同ガイドブックでは、自分に合った移動サービスを選ぶために、利用できる車の種類や事業者ごとのサービスの特徴、福祉タクシー券など区の支
援事業などの紹介や、実際にサービスを利用する場合の手順、運行事業者への料金の支払い方法などがイラストつきで分かりやすく説明されてい援事業などの紹介や、実際にサ ビスを利用する場合の手順、運行事業者への料金の支払い方法などがイラストつきで分かりやすく説明されてい
る。（杉並区ホームページより）

車にどんな乗り方をしたいのかなどをフロー図により選択し、利用者の条件にあったものを選択。

介助はいらない（同乗者が介助する）

運転手に介助を依頼したい
①車の座席に座れる方

A

B

標準型車いす利用の場合

電動車いす利用の場合

②車いすやストレッチャーの
まま利用したい方

C

D

A… 一覧表の「セダン車」に◆のついている事業者が使用できます

リクライニング車いす利用の場合

ストレッチャーを利用の場合

E

F
A 覧表の「セダン車」に◆のついている事業者が使用できます
B… 一覧表の「セダン車」に□のついている事業者が利用できます
C… 一覧表の「標準型車いす対応車両」に○のついている事業者が利用できます
D… 一覧表の「電動車いす対応車両」に○のついている事業者に確認してください
E… 一覧表の「リクライニング車いす対応車両」に○のついている事業者に確認してください
F 覧表の「ストレ チャ 対応車両」に○のついている事業者が利用できます

26

F… 一覧表の「ストレッチャー対応車両」に○のついている事業者が利用できます
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関係者間の連携に向けた支援（地方運輸局と有識者等とのネットワーク）

国土交通省地方運輸局では、地域における公共交通活性化等の取組を支援するため、市町村のご担当者等に対し適切に助輸 、 援す 、
言等を行っていただく人材を選定し紹介する制度を創設している。

地域が主体的 地域 共交通 維持 利便性向 性化 向 た先進的

関東運輸局／地域公共交通マイスター制度

地域が主体的に地域公共交通の維持・利便性向上・活性化に向けた先進的・
独創的な取組みを実践するにあたり、その取組みを中心となって推進し、知識、
経験、熱意を有する自治体職員の方、交通事業者職員の方、ＮＰＯ法人職員の
方等を、有識者、報道機関代表者及び各交通事業者団体代表者から構成する
選定委員会が、「地域公共交通マイスター」として選定し、関東運輸局長が任命選定委員会 、 地域公共交通 タ 」 選定 、関東運輸局長 任命
する。
「地域公共交通マイスター」は、自らの取組みから得られた知識や経験をより多

くの関係者に継承する役割を担う。
（関東運輸局ＨＰより）

中部運輸局／地域公共交通コーディネーター

中部運輸局では、地域公共交通に関する地域内外でのコミュニケー
ションを支援する仕組みづくりを行っており、具体的には、各地域におけ

東北運輸局／地域公共交通東北仕事人

東北運輸局では、地域公共交通に対する熱意とノウハウを有する
学識者 交通事業者 ＮＰＯ 自治体職員等の人材をネットワーク化ションを支援する仕組みづくりを行っており、具体的には、各地域におけ

る公共交通に関する活動を行っている方を把握し、地域公共交通コー
ディネーターとして選定している。

学識者、交通事業者、ＮＰＯ、自治体職員等の人材をネットワ ク化
し、互いが有する最新の情報・事例を共有するとともにアイディアを出
し合い、仕事人の連携・協働のもと、地域公共交通をより良いものと
するための取組みを支援する。

中国運輸局／地域公共交通人材ネットワーク

中国運輸局では、地域における公共交通の維持・活性化等の取り
組みを支援するため、中国地方において公共交通に関する活動を組みを支援するため、中国地方において公共交通に関する活動を
行っている方々を把握し、地域公共交通アドバイザー（交通専門の
学識者・自治体担当者等）として登録のうえ、紹介している。

（中部運輸局ＨＰより）
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事務・権限の移譲等に係る今後の予定

項目 具体的内容項目 具体的内容

移譲に係る制度改正（法律・政令）

「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法
律」が成立（平成２６年５月）。
「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法
律の施行に伴う国土交通省関係政令の整備等に関する政令」の閣議決定（平成２６年８月）律の施行に伴う国土交通省関係政令の整備等に関する政令」の閣議決定（平成２６年８月）。

移譲の促進
制度改正の趣旨が地域交通の現場まで十分に浸透するよう、地方運輸局や運輸支局が中心と
なって市町村等への知見・ノウハウの提供に係るガイドラインの作成をするとともに、市町村等に対
する説明や働きかけの取組みを行う。

運用ルールの緩和・運用方法の改善
①運用ルールの緩和については、法制的論点も含めた検討を進め、所要の制度改正等を行う。
②運用方法の改善については、通達の発出等、速やかに必要な措置を講じ、改善に向けた働きか

けを行う。

H26.10 H27.４＜今後の予定＞＜今後の予定＞

自治体からの

運用ルールに関する省令改正 施行

指定の申出

制度改正の趣旨等の説明・移譲の促進に向けた働きかけ

運用方法に関する通達等発出

知見 ノウハウの継承•知見・ノウハウの継承
•制度の円滑な適用のための運用指導
•人材育成のための支援

自治体等への周知
28
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地域における移動手段をどう確保していくのか？ 

～自家用有償旅客運送に関する事務・権限の移譲を契機に～ 

 

九州大学大学院法学研究院准教授 嶋田暁文 

a_shimada@nifty.com 

はじめに 

 

2014（平成 26）年 5月 28日、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図る

ための関係法律の整備に関する法律」（第 4次一括法）が成立。（2015（平成 27）年 4月 1

日施行） 

→この最大の目玉が、自家用有償旅客運送に関する事務・権限の移譲！ 

 

＜概要＞ 

①権限移譲先は「希望する市町村」とし、「希望する市町村」がない区域においては「希望

する都道府県」も手を挙げることができる（＝手挙げ方式） 

 

図表 1 希望する市町村または都道府県への事務・権限の移譲の仕方 

 

②移譲される事務はいずれも「自治事務」 

→通知文の内容は「技術的助言」となり、法令の自主解釈の幅が広がる。 

 

図表 2 移譲される事務・権限の一覧 
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図表 3 「権限移譲を希望するか否か」への市区町村の回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：国交省（2013B）1頁） 

 

図表 4 「権限移譲を希望するか否か」への都道府県の回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜今回の報告の目的＞ 

①当該事務・権限がなぜ重要・必要なのか？ 

②これをどう活かしていくべきなのか？ 

                     …を論ずること！  

 

 

1 地域公共交通の現状 

1-1 地域公共交通の危機～「交通空白地域」1の増加 

                                                   
1 「交通空白地域」に定まった定義はなく、「路線バス等が運行していない地域、既存バス

停から離れている地域、鉄道駅から離れている地域」の総称として一般に用いられている。

“具体的に、バス停等からどの程度離れていれば、「交通空白地域」に該当するか”の判断

は、各自治体によって異なる。 

 また、「交通不便地域」（＝「交通空白地域」ではないが、不便度合いが高い地域）とい

う言葉が併用されることも少なくない。 

 なお、バス停留所まで難なく歩ける距離を考える際には、「200m」または「300m」が用

いられることが多いようである。 
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 周知のように、①マイカーの普及や②（とりわけ地方における）人口減少、人口流出、

少子高齢化などによって利用者が減少したことで、現在、全国各地で地域公共交通は危機

的状況に陥っている。 

  

図表 5 乗合バス輸送人員の推移（三大都市圏、地方） 

 

 

 利用者の減少は、運賃の値上げ等でそれをカバーできない限り、交通事業者の経営悪化

につながる。実際、2009（平成 21）年度で見ると、乗合バス事業者（保有車両数 30 両以

上の事業者）のうち民間事業者の 7割、公営事業者の 9割が赤字である。 

→経営悪化は、退出規制が存在しかつそれが強固なものでない限りは、赤字路線の廃止等

に帰結することになる。 

  

図表 6 乗合バスの廃止路線数の推移 
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 2006（平成 18）年度以降も同様の傾向は続いている。それを、廃止路線の距離をキロ数

で示したのが、次の図表 7である。 

 

図表 7 乗合バスの路線廃止状況（高速バスを除く） 

 廃止路線キロ 

2006（平成 18）年度 2,999㎞ 

2007（平成 19）年度 1,832㎞ 

2008（平成 20）年度 1,911㎞ 

2009（平成 21）年度 1,856㎞ 

計 8,598㎞ 

（平均 2,150㎞） 

 

 利用者の減少は、路線の廃止2をもたらすだけではない。運行本数の減少にもつながる。

実際、1970（昭和 45）年に約 16本／㎞であった乗合バスの運行本数は、2000（平成 12）

年の段階で 10本／㎞にも満たなくなっている。現在は、もっと減少しているものと思われ

る。 

  ↓ 

 路線廃止により身近なバス停がなくなったり、運行本数が少なくなると、バスの利便性

が低下し、さらなる利用者数の減少につながるという点である。 

  ↓ 

「悪循環」に陥っている！ 

  ↓ 

 本来ならば、交通事業者は、「路線（経路・停留所位置）」、「ダイヤ」、「乗降施設」、「車

両」の四つからなる「基本コンテンツ」を工夫することで、利便性を高め、利用者減少を

食い止めるべきである。にもかかわらず、実際には、ほとんど「減便」のみで対応してき

たことで、状況はますます悪化してきた。 

  ↓ 

 こうした状況の中、マイカーを持たない人々の「自由な移動」は、大きく制約されるに

至っている。病院、スーパー、役所など「安心して生活を営む上で欠くことのできない場

所」にいくことが困難な人々の数は今や相当な数に上っている3。 

 一方で、高齢運転者による交通事故の割合が高いことから、高齢者の免許自主返納を求

                                                   
2 以上は乗合バスについてのデータであったが、鉄道事業についても、同様に路線廃止が進

んでいる。すなわち、事業廃止が許可制から事前届出制に緩和された 2000（平成 12）年以

降でみると、地方路線を中心とした路線廃止により、鉄軌道廃止延長は 2010（平成 22）年

4月 1日現在、約 33路線、634.6kmに上る。 
3 このうち、いわゆる「買い物難民」（＝住んでいる地域で日常の買い物をしたり、生活に

必要なサービスを受けたりするのに困難を感じる人たち）だけでも、経済産業省の推計で

600万人いるとされている。ただし、買い物難民問題には、商店街の衰退などの要因も影響

している。 
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めるニーズも高まっている。しかし、こうした現状では、高齢者が自主返納を選択するこ

とも容易でない。 

  ↓ 

 もはや、地域公共交通の衰退は、「地域に住み続けられるかどうか」という住民にとって

の「究極の問題」を惹起していると言ってよい！ 

 

1-2 移動制約者による公共交通利用の困難性 

 地域公共交通が仮に維持されていても、それが使えない人々がいる。 

→足の不自由なお年寄りはバス停までの距離が遠ければそこまで歩けないし、障害者・児

や要介護者の中には、付き添い等が必要な人々が少なからずいる。 

   ↓ 

 たとえば、障害者・児に限定してみても、厚生労働省『平成 23年生活のしづらさなどに

関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）結果』によれば、回答した障害者・児等の

中で、「外出時に支援が必要な者」の割合は、65歳未満で 52.4％、65歳以上では 57.2％で

あった。しかも、移動制約者の数は年々増加しており、今後も、移動ニーズはますます高

まっていくものと予測されている。対応は急務である。 

 

図表 8 障害者及び要介護認定者数等の推移 

 

 

1-3 まとめ 

「交通空白地域の解消」および「移動制約者のための移動手段の確保」という二つの大き

な課題の解決が喫緊の課題となっている。 

 

 

2 自治体に求められている主体的役割と取り組みの現状 

2-1 需給調整規制の廃止の意味 
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 比較的最近まで、自治体が積極的に地域公共交通の問題に関与することは（公営交通を

行っている場合を除けば）ほとんどなかった。すなわち、多くの自治体は、地域公共交通

の問題を交通事業者に丸投げ状態だった！ 

  ↓ 

 それを可能としていたのが、いわゆる「需給調整規制」（参入退出規制）の存在。 

＊需給調整規制＝路線単位の免許制度を前提として参入規制を行うと同時に、休止・廃止

の許可制を通じて退出規制を行うことで、国が需給調整を図るもの。民間事業者は、この

需給調整を前提として、黒字路線からの内部補助で、赤字路線を維持してきた。 

   

 しかし、利用者の数がさらに減少し、運賃の値上げでそれをカバーできなくなれば、内

部補助で赤字路線を維持することは難しくなり、事業者は行き詰まることになる。また、

需給調整規制の存在が非効率な事業経営につながったり、事業意欲の減退につながってい

るのではないかとの批判も強くなってきた。 

  ↓ 

2002（平成 14）年 2月施行の改正道路運送法により、上記需給調整規制は廃止となった。 

→これにより、休止・廃止は「許可制」から「事前届け出制」（6 ヶ月前までに地域協議会

に届け出る仕組み）に代わり、不採算路線からの撤退が容易となった4。 

  ↓ 

 この結果、自治体が地域公共交通の維持に主体的に取り組まない限り、不採算路線の維

持はできなくなった。 

→需給調整規制の廃止は、地域公共交通の維持・改善の責任を国と交通事業者から自治体

に移すことを実質的に意味していた。 

 

2-2 交通制度の自治体中心主義化の動向 

→上記の通り、実はある段階から、国は、「民間事業者依存の地域公共交通維持体制」から

「自治体の主体的関わりによる地域公共交通維持体制」への転換を意図してきた。以下の

制度改革がそれを示している。 

 

①2001（平成 13）年度から、「地方バス路線維持費国庫補助金」の仕組みが変更された。 

→旧制度では、不採算路線を運行する赤字事業者に対する補助であったが、新制度では、「広

域的・幹線的路線」（都道府県が生活交通路線にしていた路線）の補助となり、路線に対す

る補助となった点、「広域的・幹線的路線」の対象から外れた同一市町村内路線は、特別地

方交付税により交付税措置されることになり、市町村による路線維持の意思決定が重視さ

れることになった点がポイント。 

 

②2006（平成 18）年の道路運送法の改正で「地域公共交通会議」の仕組み創設 

                                                   
4 注意したいのは、「規制緩和により路線の休止・廃止が増加した」とは必ずしも言えない

という点である。路線バスの休止・廃止は、図表 6を見ても分かるように、2002（平成 14）

年以前から増加傾向にあったのである。規制緩和は、それ自体が路線バスの休止・廃止を

もたらしたというよりは、従前からの撤退傾向を強める効果を持ったと言うべきであろう。 
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→これにより、コミュニティバス等の導入は、地域公共交通会議で合意さえすれば、比較

的容易に導入できることになった。重要なのは、同会議を通じて、自治体が主体的に地域

公共交通をマネージする仕組みになっているという点である。 

 

③「地域公共交通の活性化及び再生のための地域における主体的な取組及び創意工夫を総

合的、一体的かつ効率的に推進し、もって個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現に寄与

すること」を目的として、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」（2007（平成 19）

年 10月施行。以下、「活性化・再生法」と呼ぶ。）が制定され、市町村が策定する「地域公

共交通総合連携計画」制度や「法定協議会」などが創設された。 

 

④2013（平成 25）年 11月 27日、交通政策基本法が成立 

「第九条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、交通に関し、国との適切な役割分担を

踏まえて、その地方公共団体の区域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し、

及び実施する責務を有する。 

２  地方公共団体は、情報の提供その他の活動を通じて、基本理念に関する住民その他の

者の理解を深め、かつ、その協力を得るよう努めなければならない。」 

 

⑤2014（平成 26）年 5月 14日、活性化・再生法の改正法が成立 

→持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化・再生を推進するため、  

・ 市町村等による「地域公共交通網形成計画」の作成  

・ 同計画に定められた地域公共交通再編事業を実施するための地域公共交通再編実施計画

の作成  

・ 同計画が国土交通大臣の認定を受けた場合における同事業の実施に関する道路運送法等

の特例  

等について定める。 

  ↓ 

交通→交通「網」 

・一部でなく全体を考える 

・コミバス計画やデマンド交通計画ではダメ 

・タクシーや自家用有償運送も対象に 

＊従前の地域公共交通総合連携計画に追加された事項 

・「都市機能の増進に必要な施設の立地の適正化に関する施策との連携」（コンパクトシテ

ィの実現に向けたまちづくりとの連携） 

・地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの再構築 

 

⑥2014（平成 26）年 5月 28日、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律」（第 4次一括法）が成立。 

 

2-3 自治体による取り組みの現状 

2-3-1 自治体の自覚とビジョンの欠如 
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 国の監督の下、主として民間交通事業者が地域公共交通を支えるという従前の枠組みに

慣れ親しんできた自治体のほとんどは、未だその主体的な役割を十分に自覚できていると

は言えないというのが実態。 

  ↓ 

 たとえば、交通事業者の撤退意向に対し、要望書を出し、“赤字路線に対する運行補助を

行うことで路線の維持を求める”などといった「対症処療法的対応」にとどまっている自

治体や、「公共交通事業者がやってくれないので仕方なく」という発想でコミュニティバス

を走らせている自治体が決して少なくない。 

  ↓ 

自らの主体的な役割を十分に自覚して、地域公共交通のビジョンをきちんと描いた上で課

題解決に取り組んでいる自治体は、全体から見れば少数にとどまっている。 

  

2-3-2 「壁」にぶつかっている自治体 

＜「交通空白地域の解消」のための代表的取り組み＞ 

①交通事業者への補助による赤字路線の延命措置 

②コミュニティバス導入 

→コミュニティバスは、2009（平成 21）年度現在、全国で 1,130自治体において導入され、

その数は 2,390 に上り、輸送人員は 7,700 万人である。しかし、当初想定したほどには利

用者が伸びず、収支率が平均 40.1％と低いことから自治体の財政負担が増大し、見直しを

余儀なくされるケースが少なくない。路線バスとの競合問題も生じている。それゆえ、「コ

ミュニティバスは現在、曲がり角を迎えている」とさえ評されている） 

③「デマンド型交通」導入 

→予約があった場合にのみ運行する方式で、相乗りを前提とする形態。デマンド型交通は、

需要が分散している場合に有効な運行形態とされ、2009（平成 21）年 12 月現在、全国で

158地域において導入されている。デマンド型交通は、多様な運行形態が存在し、具体的な

制度設計が複雑であるため、導入が容易ではない（なお、運行方式と発着地自由度に着目

した類型として、図表 9 を示しておく。）。さらに、運用段階においても、マッチングのた

めのコストも大きく、路線バスと比べて利用者一人当たりの輸送コストは高い。そのため、

中部地方では、デマンド型交通導入済みの市町村の約 7 割が見直しをすでに考えていると

いう。 

 

図表 9 デマンド型交通の多様な形態 
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＜「移動制約者のための移動手段の確保」のための主な取り組み＞ 

①福祉タクシー券の交付 

②心身障害者・児のために使用する自動車、軽自動車の燃料費助成 

③リフト付きタクシーの運行・貸与 

④自動車改造費の助成 

⑤ノンステップ・バスの普及促進 

  ↓ 

予算制約の中での限界 

 

「交通空白地域の解消」、「移動制約者のための移動手段の確保」いずれについても、自治

体の取り組みは「壁」にぶつかっている。 

 

 

3 自治体が壁にぶつかっている理由 

3-1 「交通空白地域の解消」のために何が必要なのか？ 

 上記のうち「交通空白地域の解消」の取り組みがうまくいっていないケースは、基本的

に次の①②に分けることができる。 

 

①「当該交通モードの導入自体は間違っていないが、運行開始および運行後の工夫・努力

が不十分であったため、利用が低調になってしまっている」 

  ↓ 

利用者数を確保するには、 

（イ）運行開始前に記念イベントを開催するなどして PRに努めたり、 

（ロ）運行後には「地域交通協議会だより」などを発行して、運行情報や「乗ることの重

要性」等を発信することで、 

利用促進を図ったり、住民意識を高めることなどが求められる。 

 

②「当該交通モードの導入自体に問題があった」 

  ↓ 

（1）「そもそも切迫したニーズがないのに導入してしまった」ケース 

（2）「運行経路・区域の設定が不適切であるために、当該交通モードのデメリットがより

強く顕在化した」ケース 

（3）「そもそも選択した交通モードが地域条件に合っていなかった」ケース 

  ↓ 

これらのケースは、 

（A）「ないよりあった方が良い」あるいは「もしかしたら乗るかもしれない」といった程

度の認識で「（コミュニティバス等が）必要」と答えたアンケート結果を鵜呑みにしたり、

（B）首長等がマニフェスト等で十分に実態を踏まえないまま「コミュニティバスの導入」

などを掲げてしまうことで当該交通モードの導入自体が目的化していたり、 



- 43 - 

 

（C）地域住民の声を背景とした議員による圧力で路線変更がなされたり、 

（D）交通モードの多様性と各交通モードのメリット・デメリットやふさわしい地域条件を

十分に踏まえずに、地域条件に適合しない交通モードを導入してしまったり、 

（E）客観的検討が不十分だったために別の交通モードでカバーすべき地域までも包含した

形で運行経路・区域が設定されたりすることで生じる。 

 

図表 10 「交通空白地域の解消」のための主な交通モード 

～そのメリット・デメリット並びに地域条件との相性～ 

 交通 

モード 
メリット デメリット 地域条件 

定

時

定

路

線 

①通常の

路線バス 

・バス停に行けば定められた

時刻に乗ることができる。

（以下、「定所・定時性」と

呼ぶ。） 

・比較的多人数が乗れる。 

・一定の需要がない場合に

は、事業採算性が低下し、

行政の補助なしでは路線が

維持されない。 

・補助額の増大に伴う財政

負担の上昇。 

・「需要の大きさが大きい

（片道：180名以上／1日）

もしくは中程度（片道：50

～180名／1日）」で、かつ、

「線的に停留所の配置が可

能な場合」。 

②コミュ

ニティバ

ス 

（市町村

運営有償

運送も含

む。） 

・定所・定時性 

・小型バスの運行により、道

路の狭い地域へも入り込み

やすい。 

・運賃や経路などを路線バス

より柔軟に設定できる。 

・当初想定したほどには利

用者数が伸びず、自治体の

財政負担が増大するケース

が多い。 

・路線バスとの競合問題も

生じている。 

・「需要の大きさが中程度

（片道：50～180名／1日）

もしくは大きく（片道：180

名以上／1日）」、かつ、「線

的に停留所の配置が可能な

場合」。 

・「需要の大きさがやや小さ

い（片道：20～50名／1日）

が、10名／1便を超える需

要が恒常的にある場合」で、

かつ、「線的に停留所の配置

が可能な場合」。 

③乗合タ

クシー 

（プティ

バス） 

（市町村

運営有償

運送も含

む。） 

・定所・定時性 

・バス車両の入れない地域に

入り込みやすく、停留所を身

近な場所に設置したり、ド

ア・トゥ・ドアの運行も可能。 

・車両が小さいことから、

一度に乗車できる人員が限

定的。 

・車椅子では乗車できない

など、身体的な移動制約者

にとっては乗降しにくい場

合が多い。 

・「需要の大きさがやや小さ

く（片道：20～50 名／1

日）」、かつ、「線的に停留所

の配置が可能な場合」。 

④デマンド型

交通 

（市町村運営

・予約が入った停車地のみを

経由するため、需要を面的に

カバーできる。 

・利用者にとってはいちい

ち予約が必要。 

・予約後の調整作業を通じ

・「需要の大きさがやや小さ

く（片道：20～50 名／1

日）」、かつ、「需要が分散し
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有償運送も含

む。） 

・事前予約により、「空気を

運んでいる」状況を避けるこ

とができる。 

・通常のタクシー料金より安

価な値段で利用できる。 

て一つの経路にするため、

受付・調整するコストが高

い。 

・需要が多い場合には、PC

による予約システムが必要

となるが（＝IT 活用型）、

その場合、システム導入・

運営コストもかかる。 

・乗降地の異なる利用者を

輸送することから、停車地

の到達時刻が変化すること

がある。（迂回型もそうだ

が、特に起終点固定デマン

ド型運行の場合、起終点以

外の停車地（ミーティング

ポイントと呼ばれる。）の配

置形状が、面的に広がって

いればいるほど、利用者の

迂回距離が大きくなってし

まう。） 

・車椅子では乗車できない

など、身体的な移動制約者

にとっては乗降しにくい場

合が多い。 

ている場合」。 

・「需要の大きさが小さい

（片道：～20名／1日）場

合」で、かつ、「契約方法や

運行時間等に工夫を施すこ

とで対応が可能な場合」。 

・事業者がいない（少ない）

地域では導入が困難。（逆

に、既存の事業者がいれば、

事業用車両、事業者の受付

体制など既存のものを利用

することで、初期投資費用

を抑えられる。） 

・完全デマンド型運行の導

入は、極めて限定的（ミー

ティングポイントが面的

で、かつ、需要が小さい場

合のみ）。 

⑤過疎地有償

運送 

・利用者が障害者等に限定さ

れない。 

・自家用車を活用するため、

導入コストが低い。 

・運転手がボランティアであ

るため、運行コストが低い。 

・利用料金がタクシーと比べ

て格段に安い。 

・事業採算性が低い地域で導

入できる。 

・組織管理体制、運転協力

者の人材確保などが必要。 

・運転手が高齢化している

場合など、安全性の面で不

安が残る。 

・持続可能性の面で不安が

残る。 

・交通事業者との調整が実

質的に必要で立ち上げが難

しいケースが多い。 

・「需要の大きさが小さい

（片道：～20名／1日）場

合」など、事業採算性に乏

しい地域でも導入可能。 

 

⑥無償運送 

（道路運送法

上の登録を要

しない態様） 

・利用者が障害者等に限定さ

れない。 

・自家用車を活用するため、

導入コストが低い。 

・運転手がボランティアであ

・組織管理体制、運転協力

者の人材確保などが必要。 

・運転手が高齢化している

場合など、安全性の面で不

安が残る。 

・「需要の大きさが小さい

（片道：～20名／1日）場

合」など、事業採算性に乏

しい地域でも導入可能。 
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るため、運行コストが低い。 

・利用料金がタクシーと比べ

て格段に安い。 

・事業採算性が低い地域で導

入できる。 

・運営協議会での合意を経な

くて済むため、導入が容易。 

・現在の国交省の解釈に基

づけば、ガソリン代等のみ

しか収受できないため、持

続可能性の面で過疎地有償

運送の場合以上に不安が残

る。 

  

【上記整理から見えてくること】 

①コミュニティバス、乗合タクシー（定時定路線）、デマンド型交通のいずれも、導入に際

しては、それぞれに見合った大きさの需要が存在することが必要 

→一定規模の需要が存在しない地域に導入すれば、採算性の面で破たんする。 

  ↓ 

タクシーではどうかということになるが、タクシーは料金も高く、そうそう乗れるもので

はない。 

  ↓ 

結局のところ、こうした地域では、過疎地有償運送もしくは無償運送（道路運送法上の登

録を要しない態様）（以下、両者を合わせて「過疎地有償運送等」と呼ぶ。）の導入が好ま

しい。 

 

②コミュニティバスも乗合タクシー（定時定路線）も、「線的に停留所の配置が可能な場合」

が導入の前提となる。したがって、その沿線から遠い者、停留所からの距離が遠い者は利

用できない。 

  ↓ 

ここをカバーし得るのが、デマンド型交通なのだが、これも運行区域を面的に広げ過ぎて

しまうと、調整コストもかかるし、迂回距離が伸びてしまい、利用者の利便性が低下して

しまう。したがって、需要とのバランスを考えながら適切に運行区域を限定する必要があ

る。 

  ↓ 

この区域から外れる地域については、タクシーに前述の限界がある以上、過疎地有償運送

等の導入が期待される。 

  ↓ 

従前は、こうした本来過疎地有償運送等でカバーすべき地域までも他の交通モードでカバ

ーしようとしてきたケースが少なくなかったのではないか？ 

  ↓ 

地域実態を詳細に踏まえた上で、地域を区分し、各交通モード間での適切な役割分担を行

っていくべき。 

→「過疎地有償運送等さえ導入すれば、交通空白地域は解消される」わけでは毛頭ないが、

過疎地有償運送等の導入の必要性と活用可能性はかなり高いのではないか？ 
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3-2 「移動制約者のための移動手段の確保」のために何が必要なのか？ 

 移動制約者の「移動の足」としては、「ノンステップ・バス、リフト付きバス、スロープ

付きバス」の普及が最初に頭に浮かぶかもしれないが、これらは、「車椅子を使用する身体

障害者にとっての効用にとどまる」、「バス停が遠い場合には利用できない」といった限界

がある。それゆえ、個別輸送を充実させていくことも不可欠である。 

 

＜参考：個別輸送の主な形態＞ 

①福祉タクシー（狭義） 

→一般タクシー事業者が福祉車両（営業用の青ナンバー）を用いて行うタクシー。車両以

外は、通常のタクシーと同じ。ただし、運転手にホームヘルパー、救命講習などの公的資

格を取得させている事業者もあり、ヘルパー資格を持っている運転手が乗降や乗降前後の

介助を行う場合もある。 

 

②介護タクシー（福祉限定タクシー） 

→介助が必要な高齢者や障害者、一時的なケガや病気の人に対象者を限定して行うタクシ

ーであり、道路運送法 4 条による限定許可を得て行う。車両は営業用の青ナンバーで、運

転者は 2 種免許所持者である。ヘルパー資格を持っている運転手が、乗降や乗降前後の介

助を行うのが通例。 

 

③ヘルパーによる有償運送 

→介護事業者（訪問介護・居宅介護事業者）が、介護サービスの利用者を病院などへ移送

することを目的に、事業所に営業用の青ナンバー車両が 1 台以上あることを条件に、道路

運送法 78条の許可を得て行うものである。介護保険法・障害者総合支援法の利用者を対象

に、ケアプラン・介護サービス計画に基づき、ヘルパーが 1 種免許で自家用自動車（白ナ

ンバー）を使用して有償運送を行い、介護保険・障害福祉サービスが適用される。通称と

して「（4条）ぶら下がり」と呼ばれることもある。 

 

④自家輸送 

→主となるサービスに付随して利用者から運送の対価を得ずに行う送迎である。有償の運

送に該当しないため、道路運送法での許可や登録を要しない。デイサービスでの利用者の

送迎等がこの形態にあたる。 

 

図表 11 「移動制約者のための移動手段の確保」のための主な交通モード 

～そのメリットとデメリット～ 

交通モード メリット デメリット 

①ノンステップ・バス ・車椅子の人々が乗れる。歩行困難な

人も乗降しやすい。 

・料金が安い。 

・身体的な移動制約者にとっての効用に

とどまる。 

・バス停が遠い場合には、利用できない。 

・車体価格が高く（ワンステップ・バス

の 1.5倍程度（1台：2,100～2,400万
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円））、導入が進んでいない地域もある。 

・乗務員が固定装置等を使いこなせず、

乗車を拒否される例がある。 

②福祉タクシー（狭

義） 

・ドア・トゥ・ドアの運行が可能。 

・幅広い目的で乗車可能。 

・事前登録等の手続きなく、気軽に乗

れる。 

・運転手がヘルパー資格を持っていれ

ば、乗降や乗降前後の介助をしてもら

える場合もある。 

 

・料金が高く、経済的に余裕がないと利

用しにくい。 

・そのため、自治体の福祉タクシー券な

どによる補助が必要。（ただし、財政的

厳しさから、補助の拡大には限界があ

る。） 

・一定の需要が存在し、運行効率を高め

られる地域でないと普及しにくい。その

ため、地方では普及が十分でない（田舎

になればなるほど普及は進んでいな

い。）。 

③介護タクシー 

（福祉限定タクシー） 

・ドア・トゥ・ドアの運行が可能。 

・幅広い目的で乗車可能。 

・運転手は、2種免許だけでなく、ヘ

ルパー資格が必要条件であり、乗降や

乗降前後の介助もしてもらえるのが

通例である。 

 

・料金が高く、経済的に余裕がないと利

用しにくい。 

・そのため、自治体の福祉タクシー券な

どによる補助が必要。（ただし、財政的

厳しさから、補助の拡大には限界があ

る。） 

・一定の需要が存在し、運行効率が高め

られる地域でないと普及しにくい。その

ため、地方では普及が十分でない（田舎

になればなるほど普及は進んでいな

い。）。 

④ヘルパーによる 

有償運送 

（ぶら下がり） 

・ドア・トゥ・ドアの運行が可能。 

・予約によって乗りたいときに乗れ

る。 

・自家用車を活用するため、導入コス

トが低い。 

・運転手は、ヘルパーなので、普段か

ら高齢者や障害者と関わっており、乗

降や乗降前後の介助もしてもらえる。 

・介護保険法や障害者総合支援法のサ

ービスが使える。 

・利用料金がタクシーと比べて安いこ

とが多い。 

・利用者は介護保険法や障害者総合支援

法の対象者のみ。 

・利用目的が限定的（ケアプランに記さ

れたもののみ。通院がほとんど）。 

 

⑤自家輸送 ・無償で乗せてもらえる。 ・対象がデイサービス等の利用者に限

定。 
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・利用目的も限定的（通所のみ）。 

⑥福祉有償運送 ・ドア・トゥ・ドアの運行が可能。 

・予約によって乗りたいときに乗れ

る。 

・乗降や乗降以外の介助もしてもらえ

るのが通例である。 

・自家用車を活用するため、導入コス

トが低い。 

・運転手がボランティアであるため、

運行コストが低い。 

・利用料金が福祉タクシーや介護タク

シーと比べて格段に安い。 

・事業採算性が低い場合でも導入でき

る。 

・対象（利用者）の範囲がやや限定的。 

・組織管理体制、運転協力者の人材確保

などが必要。 

・運転手が高齢化している場合など、安

全性の面で不安が残る。 

・持続可能性の面で不安が残る。 

・運営協議会問題により、普及がなかな

か進まない。（交通事業者との調整が困

難。） 

 

⑦無償運送 

（道路運送法上の登

録を要しない態様。た

だし、自家輸送を除

く。） 

・ドア・トゥ・ドアの運行が可能。 

・予約によって乗りたいときに乗れ

る。 

・乗降や乗降以外の介助もしてもらえ

るのが通例である。 

・利用者が障害者等に限定されない。 

・自家用車を活用するため、導入コス

トが低い。 

・運転手がボランティアであるため、

運行コストが低い。 

・利用料金がタクシーと比べて格段に

安い。 

・事業採算性が低い地域で導入でき

る。 

・運営協議会での合意を経なくて済む

ため、導入が容易。 

・組織管理体制、運転協力者の人材確保

などが必要。 

・運転手が高齢化している場合など、安

全性の面で不安が残る。 

・現在の国交省の解釈に基づけば、ガソ

リン代等のみしか収受できないため、持

続可能性の面で福祉有償運送の場合以

上に不安が残る。 

 

【上記整理から見えてくること】 

①福祉タクシー（狭義）や介護タクシー（福祉限定タクシー）は、気軽にどこにでも行け、

かつ、乗降介助も可能という点で優れている一方、事業採算性が前提となるため、利用者

人口が少ない地域では普及が十分ではなく、また何よりも、料金が高いため、気軽に利用

できないという弱点がある。 

 

②「ヘルパーによる有償運送」（ぶら下がり）は、料金も安く、乗降介助もあるが、利用目

的が通院等に限定されている点に難がある。 
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③自家輸送は、無料というメリットはあるが、利用目的だけでなく、対象もデイサービス

等の利用者に限定されており、汎用性に乏しい。 

  ↓  

これに対し、福祉有償運送や無償運送（以下、両者を合わせて「福祉有償運送等」と呼ぶ。）

の場合、①料金が安く、②利用目的が限定されていない。③「利用者の範囲」については、

福祉有償運送の場合、「ヘルパーによる有償運送」（ぶら下がり）や自家輸送ほど限定的で

はない。また、無償運送の場合にはそもそも利用者の範囲が限定されない。つまり、福祉

有償運送等は、「利用しやすさ」という点において一定の相対的優位性を有している。 

  ↓ 

もっとも、（イ）組織管理体制、運転協力者の人材確保などの面で持続可能性に不安が残る、

（ロ）継続・安定性や安全性の面で不安が残る、（ハ）ドライバー手配の関係で急な用途に

対応できないことがあるなど、福祉有償運送等にもデメリットがある。そして、他の交通

モードの中には、福祉有償運送等にない強みを持っているものもある。 

  ↓ 

「福祉有償運送等を普及させれば、移動制約者のための移動手段は十分確保できる」わけ

ではない（そもそも、運転協力者の確保等に限界があることから、福祉有償運送等が移動

ニーズを単独で充足し得るほど爆発的に普及することはありえないだろう。）。 

  ↓ 

各交通モードがそれぞれの強みを活かしつつ、共存し、相互に補完し合う関係性こそが大

事！ 

ただし、「利用しやすい地域における移動手段」を充実させていく上で、福祉有償運送等を

もっと積極的に導入・活用していく必要性は高いのではないか？ 

 

3-3 小括 

①地域公共交通の衰退、移動制約者の増大に伴い、「交通空白地域の解消」ならびに「移動

制約者のための移動手段の確保」の必要性が高まっている。 

②今日、自治体は、そのための主体的な役割を演ずることを求められている。 

③自治体は未だ十分にその自覚ができているとは言えないが、さまざまな取り組みを行っ

てきた。 

④しかし、自治体の取り組みは「壁」にぶつかっている。 

⑤その壁を乗り越えるためには、「交通空白地域の解消」については過疎地有償運送等の導

入が、「移動制約者のための移動手段の確保」については福祉有償運送等の導入がポイント

になる。 

 

 

4 「地域における移動手段」を確保するために自治体は何をすべきなのか？ 

4-1 自らの責任を自覚し、先にある真の目的を見据えること、ビジョンを大事にすること 

→まず、自治体は、地域公共交通を維持・改善し、「地域における移動手段」をしっかりと

確保するという自らの重い責任を自覚する必要がある。 

  ↓ 
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 ただし、その際には、“「交通空白地域」を解消したり、「移動制約者のための移動手段」

を確保したりするのは、何のためなのか？”という点を常に問いなおす必要がある。 

→それは、「医者に通える」、「買い物に行ける」、「学校に通える」といった、「人々がその

地域で安心して生活していくためのニーズ」を充足するためのはずである。こうした真の

目的を見失うと、「既存のバス路線を維持すること」とか「コミュニティバス等を走らせる

こと」などが目的化してしまい、ほとんど利用されないにもかかわらず、税金が投入され

続けるような状況に陥りかねない。手段が目的になってしまわないよう、担当職員は、真

の目的を見据えながら仕事に取り組む必要がある。 

  ↓ 

 そのためにも、下記の計画策定を通じたビジョンの共有とそれに基づく対応が不可欠！ 

 

4-2 現状把握・潜在需要把握と計画策定 

 上で述べたように、活性化・再生法の改正により、自治体による「地域公共交通網形成

計画」の策定が「できる」ようになった。是非、この計画を策定すべきである。 

  ↓ 

 同計画の形式の詳細は画一的に決められているわけではないため、各自治体の創意工夫

によって策定すれば良いと思われるが、「全体計画」（自治体区域全体の計画）と「個別事

業計画」（地域ごとの計画）から構成するとよいであろう。 

→前者は、生活支援交通の全体的なネットワークの構成方法や「移動の確保」の水準（目

標）を明確にすることを目的とするものである。 

→後者は、「全体計画」を受けて、交通モードの再編もしくは新規導入を予定している地域

を対象とした計画であり、その具体的な運行までの計画を行うものである。 

 

＜データ把握＞ 

 「全体計画」にせよ、「個別事業計画」にせよ、策定する際に必要不可欠なのが、「現状

把握」である。具体的には、次のようなデータを把握する必要がある。 

→その際には、大学の研究者との連携が有効！ 

 

①既存生活支援交通の運行実態の把握（運行回数（路線ごと）、タクシーの台数等） 

②既存生活支援交通の利用実態の把握（区間・便ごとの乗降客数の把握、タクシーの輸送

実態等） 

③鉄道路線や駅、バス路線や停留所等の位置、各沿線生活関連施設（病院、学校、役所、

商業施設等）の把握 

④沿線人口規模、高齢者数、高齢化率、障害者数、児童数などの把握 

⑤地域住民の移動実態および移動ニーズの把握 

 （具体的な調査項目例：ア）外出頻度、イ）日常的な外出先と目的、ウ）利用手段、エ）

外出時間帯、オ）移動にどの程度困っているのか、カ）歩ける距離、キ）バス停からの

距離、ク）自動車保有の有無、ケ）近所・親類の方に気軽に車に乗せてもらえるかどう

か、コ）各種生活関連施設（病院、学校、役所、商業施設等）からの距離、サ）移動支

援制度（タクシーチケット等）の使用の有無、シ）タクシーの利用頻度と利用 1 回あた
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りの料金の平均額など） 

  ↓ 

 ただし、交通モードを再編・新規導入するためには、（「顕在化需要」を明らかにする）「現

状把握」だけでは不十分であり、「潜在需要把握」も行う必要がある。「現状では交通手段

がないもしくは不便なため、移動できていないが、使える交通手段があれば移動したい」

というケースも十分ありうるからである。特に、新たに交通モードを導入する場合には、

どこで、どのくらいの需要が見込まれるのかを把握しないと、どの交通モードが適切かを

判断したり、運行回数等を具体的に設定することができない。 

  ↓ 

 「潜在需要把握」を行うには、（A）アンケート調査、（B）ヒアリング調査、（C）グルー

プヒアリング調査、（D）社会実験などの方法がある。 

  ↓ 

 ただし、「潜在需要把握」に基づいて得られたデータは、過大に現れがちであり、注意を

要する。住民としては、やはり「もしも」のために移動手段はより充実しているにこした

ことはないことから、「ないよりあった方が良い」あるいは「もしかしたら乗るかもしれな

い」といった程度の認識で「（コミュニティバス等が）必要」と答えるようなケースが少な

くないからである。 

→あくまで基本となるべきは、「現状把握」に基づく「顕在化需要」ということになる。（た

だし、後述のように、移動制約者については、事情が異なる。） 

 

＜計画策定＞ 

 「現状把握」と「潜在需要把握」ができれば、それに基づいて計画策定することになる。

→まずは、「全体計画」において、需要の密集度合い等に着目して、自治体区域内を区分け

する。その上で、各交通モードのメリット、デメリット、地域条件を踏まえて、交通モー

ドの選択を行うべきである。 

  ↓ 

 大きな需要が見込まれ、かつ、線的な停留所の配置が可能な場合には路線バスで対応す

るのがよいだろう。需要が中程度もしくはやや小さい場合にはコミュニティバスが有効か

もしれない。需要が分散している場合には、デマンド型交通が有効なのかもしれない。 

 一方、一定規模以下の需要しかない区域や、バス路線から一定距離離れており、デマン

ド型交通でカバーしようとするとその利便性が低下してしまうような区域の場合、過疎地

有償運送等が有効であり、かつ、必要になる。計画策定は、その客観的必要性を明らかに

しうるという意味でも有益！ 

 

＜移動制約者のための移動手段の確保については別の発想が必要＞ 

 一方、路線バスやコミュニティバスのバス停が近くにあっても乗れない人たちもいる。

「移動制約者のための移動手段の確保」については、上記とは別個に考えなければならな

い。 

  ↓ 

 移動制約者の場合、そもそも移動手段がないことで移動をあきらめてきた面が大きい。
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それゆえ、むしろ潜在的需要の方を重視し、現状とそれとの間にどの程度ギャップがある

のかを把握する必要がある。 

  ↓ 

そして、①限られた自治体の予算の中で、②利用者の利便性も考えつつ、そのギャップを

埋めるにはどうしたらよいかという観点から、移動手段の確保を考えて行く必要がある。 

  ↓ 

 すでに述べた通り、そのような観点から見た場合、福祉有償運送等の有効性および必要

性が必ず浮かび上がって来るはずである。 

 

4-3 組織体制の整備 

 「責任の自覚」を対外的にアピールするためにも、そして、計画策定等を遂行するため

にも、各自治体は、地域公共交通を専管的に所掌する部局（課）を創設すべきではないか？ 

  ↓ 

 地域公共交通をめぐっては、「人材育成」が重要な課題となっているが、専管的に担当す

る職員を置くことこそが、その実現の前提条件となる。 

  ↓ 

 地域公共交通がさまざまな部局と関係することに鑑みれば、上記専管部局の設置にとど

まらず、首長を本部長とし、部長級（政令市の場合、局長級）をメンバーとする「地域公

共交通政策推進本部」を置き、「福祉と地域公共交通」、「地域コミュニティの維持と地域公

共交通」といったテーマごとに部会を設けて、一体的な庁内推進と横の調整を図るような

推進体制を整備することも考えるべきである5。 

  ↓ 

 どこの自治体も厳しい財政事情の中で人員に余裕がないことは十分理解できるが、地域

公共交通の問題はもはやこれまでのように片手間で対応してよい問題ではない！ 

 

4-4 過疎地有償運送等・福祉有償運送等を活用する 

4-4-1 当該事務・権限の移譲を生かす 

→当該事務・権限を持つことのメリット 

【メリット①～過疎地有償運送等の導入場面が広がる】 

 過疎地有償運送については、2013（平成 25）年 3 月現在、実施団体は全国でわずか 82

団体、輸送人員も 30万人にとどまっている。 

  ↓ 

 これには、①交通事業者との調整、②住民負担の大きさ（法人格取得。年次報告など）、

③そもそも知られていないなどの原因もあるが、それ以前に、自治体担当者による「自分

たちの地域では過疎地有償運送を導入できない」という思い込みが大きな原因として存在

                                                   
5 こうした推進体制を整備することにより、首長の意向に基づく地域公共交通政策の推進を

図りやすくなり、また、縦割り行政の弊害が緩和され、部局間連携がとりやすくなる。 

 さらに、専管部局の設置だけでは、国土交通省の影響を受けやすく、交通事業者寄りの

発想が強く出てしまう危険性があるが、上記のような推進体制を合わせて整備すれば、さ

まざまな立場から多様な価値が表出されることになり、バランスがとれるようにもなる。 
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する。 

  ↓ 

 その思い込みの元凶は、自動車交通局長「運営協議会に関する国土交通省としての考え

方について」（2006（平成 18）年 9 月 15 日、一部改正 2013（平成 25）年 4 月 10 日）の

別添「運営協議会の設置及び運営に関するガイドライン」にある。 

  ↓ 

 そこでは、道路運送法施行規則 49 条の「過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律

第 15号）第 2条第 1項に規定する過疎地域その他これに類する地域」の解釈として、「NPO

等による過疎地有償運送の必要性が認められる場合は、過疎地域自立促進特別措置法（平

成 12 年法律第 15 号）第 2 条第 1 項に規定する過疎地域において、バス、タクシー等によ

る輸送サービスの供給量が、地域住民の需要量に対して十分に提供されていないと認めら

れる場合、その他の地域においては、これに類する地域として当該地域におけるタクシー

等の営業所が存しない場合、タクシー等の営業所が遠隔地にあるため旅客の需要に的確に

応じることが困難となっている場合など、実質的にタクシー等によっては当該地域の住民

に必要な旅客輸送の確保が困難となっている状況にあると認められる場合又はそのような

事態を招来することが明らかな場合などが想定される」と記されている。 

  ↓ 

 「想定される」という文言を用いてはいるが、これを読んだ自治体担当者は、「こういう

場合しか駄目なのだな」と判断することになってしまうだろう。すなわち、「タクシー等の

営業所」が近くにあるだけで、過疎地有償運送は導入できないと考えてしまうだろう。 

  ↓ 

 しかし、「自治事務」となれば、通知文の内容にとらわれる必要はない。道路運送法施行

規則 49条では「過疎地域自立促進特別措置法（平成 12年法律第 15号）第 2条第 1項に規

定する過疎地域その他これに類する地域」としか書かれていないのであるから、「その他こ

れに類する地域」をどう解釈するかは自治体の判断に委ねられる。 

  ↓ 

 たとえば、政令指定都市であっても、その中に交通空白地域が存在することは十分あり

うる。そうした地域を「その他これに類する地域」と解釈して過疎地有償運送の導入を図

ることは可能である6。（もっとも、実は現在でも、国はこのような法解釈を許容しているよ

うである7。） 

 

【メリット② ～「有償・無償」の判断に係る裁量が広がる～】 

→現在と同様、登録の要・不要の判断基準が、法律および政省令で規定されないことが前

                                                   
6 上記のような理解を広めるためであろう。「移譲等のあり方検討会」の『最終報告書』で

は、「運送の種別に係る名称の検討」が項目として挙げられており、「現行の道路運送法施

行規則で用いている『過疎地有償運送』の名称については、都市部等においても公共交通

サービスの提供が不十分ゆえに自家用有償旅客運送を必要とする地域がある実態を踏まえ、

より適切な名称に変更することを検討するべきである」とされている。 
7 筆者が 2014（平成 26）年 1月 21日に行った国土交通省自動車交通局旅客課の担当者へ

の電話確認による。 
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提となるが8、当該事務・権限が「自治事務」として移譲されることで、「有償」、「無償」の

判断を自治体が行うことができるようになるという点がメリットとなる。 

→つまり、自治体による審査基準の定め方次第で、「登録不要」の活動範囲の拡大（＝移動

サービス団体が「無償運送団体」として活動できる範囲の拡大）につながりうる！ 

  ↓ 

 「登録不要」の活動領域で活動する限り、移動サービス団体は、「登録」に伴う活動の制

約や事務負担等から解放されることになる。運営協議会問題からも解放される。そして、

自治体にとっては、「移動制約者のための移動手段の確保」につながる。移動サービス団体

にとっても、自治体にとってもメリットは大きい9。 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

【補論：前・国交省旅客課長のコメントについて】 

 上記私見＜メリット②＞をめぐっては、2014（平成 26）年 6 月 28 日に東京で開催され

た「自家用有償旅客運送の事務・権限移譲に関する公開シンポジウム」の場において、瓦

林康人氏（国土交通省自動車局旅客課長（当時））より、「有償・無償の判断については、

道路運送法全体の話であり、自治体に委ねているつもりはない。それについては、国で引

き続き判断させてもらう」という発言があった。これについて、以下、私見を申し上げて

おく。 

 まず、国がそのように判断すること自体はありうるであろう。しかし、自治体がそれと

は異なる判断をすることもまた当然許されるのであって、最終的には、国地方係争処理委

員会なり裁判所なりで、いずれの判断が正しいかを判断してもらうということになる。 

 

 以上を踏まえた上で、まず、瓦林課長（当時）の主張に対し、私見を申し上げたい。 

①法令上、国に判断権があることを示す規定が存在しないにもかかわらず、「道路運送法

全体に関わるから、当然に国が判断する」という主張は、かつての中央集権体制の下であ

ればともかく、第 1 次分権改革後の現段階では成り立たない。地方分権の流れを踏まえて

いないものと言わざるを得ない。 

②ただし、自治体による独自の有償・無償判断が、法の抜け穴を創り出すなど、国が所管

する、自家用有償旅客運送以外の運送形態（たとえば、タクシー）に関する規制の執行に

影響を与える場合には、これは許されないであろう。したがって、自治体の有償・無償判

断は、あくまでそうした問題を引き起こさない範囲内でのものとなるべきである。逆に言

                                                   
8 現在、「登録を要する態様（＝有償）と要しない態様（＝無償）の区分」の考え方につい

ては、自動車交通局旅客課長事務連絡「道路運送法における登録又は許可を要しない態様

について」（2006（平成 18）年 9月 29日）で示されている。そこで示された基準を前提と

すると、たとえば、ガソリン代、道路通行料、駐車料金のみを利用者から収受する分には

登録不要であり、人件費、車両償却費、保険料等まで収受する場合には、登録が必要とい

うことになる。 
9 そもそも 2006（平成 18）年の改正道路運送法の成立に際してなされた参議院国土交通委

員会の附帯決議において、「…移動制約者の自由な移動が確保され、地域における助け合い

活動、ボランティア活動による移動制約者の円滑な移動が引き続き確保されるよう十分配

慮すること」と記されていたのであり、上記の対応は、この附帯決議の趣旨にも適う。 
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えば、そこを逸脱すれば、違法となるであろう。 

③なお、①の主張に対しては、「法令上の根拠はある」という再反論があるかもしれない。

すなわち、「自家用有償旅客運送に係る輸送の安全及び旅客の利便の確保に関する事務が

適切に実施されるものとして国土交通大臣が指定する」（新・道路運送法施行令 4条 1項）

のであり、「指定の事由がなくなつたと認めるときは、当該指定を取り消すものとする」

（新・同施行令 4条 4項）とされていることから、“国は自家用有償運送に関する権限とい

っても、すべての権限を自治体に移譲しきっているわけではなく、留保しているのである」、

「自治体が有償・無償判断を行うことは認めていないのであって、そのようなことをした

場合には、指定を取り消すことができる」という主張がなされうる。 

④しかし、仮に、国に一定の権限が留保されていることを前提とする場合であっても、国

が指定の取り消しを行いうるのは、「輸送の安全及び旅客の利便の確保に関する事務が適切

に実施される」という前提条件が失われた場合のみである。逆に言えば、仮に自治体が「無

償」の範囲を広めにとったとしても、それについてフリーハンドにするのではなく、上記

条件が確保できるように十分な措置を講じていれば、必ずしもこの取り消し事由には当て

はまらなくなる。少なくとも、独自の有償・無償判断をしたという事実のみを持って指定

の取り消しをすることは許されないと解すべきであろう。したがって、自治体は、仮に無

償の範囲をこれまでの事務連絡の内容よりも広げる場合、無償運送についても「輸送の安

全及び旅客の利便の確保」に関する何らかの措置をきちんと講ずるべきである。 

⑤なお、瓦林課長（当時）はあのように発言したものの、実態として、これまでも事務連

絡よりも幅広く無償範囲を設定していた自治体は存在した。それは、そのようにせねば、

それこそ地域における移動の手段が失われてしまうという現実が存在していたからである。 

⑥たとえば、「自治体から移送サービス団体に対し補助金が出ていれば、それは有償であり、

当該団体は、有償運送の登録をしなければならない」というのがこれまでの国の立場であ

ったが、今後、自治体が「補助金が出ていても、サービス享受者との直接の金銭のやり取

りがあるわけではないので、有償団体登録は不要である（＝無償団体とする）」という判断

をし、それを審査基準の中で明記した場合に、国は本当に指定を取り消したりするのであ

ろうか？そのようなことをすれば、地元は多いに反発するであろうし、マスコミも報道す

るであろう。さらに、国地方係争処理委員会で争われる可能性もある。そんなリスクを背

負ってまで、指定の取り消しをするなどという馬鹿なことを国の官僚がするはずがない、

と考えるのは私だけだろうか？ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

 

4-4-2 立ち上げ支援 

 過疎地有償運送、福祉有償運送、無償運送の有効性、必要性が明らかになったとしても、

それを担う団体が現れなければ、そこから先には進めない。 

  ↓ 

 そこで、地域コミュニティや NPOに説明をし、働きかけ、その立ち上げを促す必要があ

る。立ち上げおよび運行に際してはさまざまな「壁」がある。自治体としては、支援をす

るなどしてこの「壁」を低くしていく必要がある。 

  ↓ 
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【例 1】住民たちが無償運送を始めようとしても、事故が起こった場合の対応や事故により

生じるリスクがネックとなる場合がある。 

→こうした場合に、そのための保険料等を自治体が負担するといった対応をすれば、住民

の背中を押すことになる。 

 

【例 2】地域住民が過疎地有償運送を始めようと思っても、各種事務手続きが面倒で、それ

を担う人がいないことから話が進まない場合もありうる。 

→こうした場合に、たとえば、労働組合を通じて自治体職員 OB を紹介し、その事務をボ

ランティアで手伝ってもらうなどのマッチングをしたり、場合によっては、自治体職員（担

当者）自身が書類の書き方等を教える等の支援があってもよい。 

 

4-4-3 合意形成 

 過疎地有償運送と福祉有償運送の場合には、運営協議会での合意という大きな壁がある。

従前、自家用有償旅客運送を担当してきた職員は、おそらくこの運営協議会でのタクシー

事業者等との合意形成の難しさに辟易している。この点、今後、どのように対応していく

べきであろうか。 

  ↓ 

①「現状把握」等による積み上げた客観的な事実に基づく議論をすべき。 

→これまでの運営協議会での議論の多くは、「そのようなことが起こらないわけではない」

という程度の「抽象的な可能性」を論拠に、いわば「空中戦」的になされてきた。客観的

な事実に基づけば、議論はかなり生産的になるはず。 

 

②運営協議会等の会議の公開、議事録の作成・公開、合意しない場合の理由の明示化のた

めのフォーマット作成などを行うべきである。また、おかしなローカルルールに対しては、

法治主義の観点から許されない旨をしっかり説明し、排除すべき。道路運送法施行規則 51

条の 8 第 2 項を根拠に、運営協議会のメンバーを拡充し、事業者の利益防御のための場か

らの脱却を図ることも肝要。さらに、「住民が安心して生活できる環境づくり」あるいはま

ちづくり全体の観点から議論することで、これまで議論の暗黙の前提となっていた「交通

サービス供給主体間の利害調整」というフレームワークそのものを変えていく必要もある。 

  ↓ 

 要するに、担当職員にはプロセスをコントロールする力量（したたかさ）が求められる。 

 

 

5 おわりに～何が大切なのか？ 

5-1 自治体にとって大切なこと 

①自治体の責任の自覚 

→ただし、真の目的を見失わないこと（移動は手段）。 

  ＋ 

②関係者によるビジョンの共有（利害対立ではない認識フレームワークの構築） 

→客観的な事実の把握とそれに基づく計画の策定がその前提となる。 
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  ＋ 

③自家用有償旅客運送に関する事務・権限の活用 

→法令の自主解釈   ＊まずは手をあげることが前提。 

  ＋ 

④自家用有償旅客運送の導入をめぐる障害の除去 

→立ち上げ支援＋運営協議会運営の改善 

 

5-2 NPOにとって大切なこと 

今回の事務・権限の移譲はチャンスにつながりうる。 

→登録権限の所管整理が必ず必要になることに鑑み、議論を構築すべし。 

 

①運営協議会の主宰主体と事務・権限の所管主体の一致を求めるべし 

→現状のままでは、登録権限の所在（首長）と実質的決定の所在（運営協議会）が乖離し

てしまう危険性がある。 

  ↓ 

（A）登録権限の主体が都道府県知事であるにもかかわらず、市町村単位もしくはブロック

単位で運営協議会が主宰される場合、（B）登録権限の主体が特定の市町村であるにもかか

わらず、ブロック単位で運営協議会が主催される場合 

  ↓ 

（イ）登録権限主体が法解釈を通じて柔軟な運用をしようとしても、運営協議会が従前通

りであれば、事態は何も変わらない。 

（ロ）しかし、登録権限主体が、同時に運営協議会の主宰者でもあれば、運営協議会が不

透明で恣意的な運用がなされている場合に、自らその改善を図ることができる。 

  ↓ 

登録権限を適切かつ有効に行使するためにも、運営協議会も合わせて主宰する必要がある。 

→登録権限の主体と運営協議会の主宰主体は同一であるべき。（＊都道府県が運営協議会を

主宰する場合でも、全県で一つの運営協議会である必要はない（複数主宰すれば良い）。） 

 

②運送区域が複数市町村にまたがる場合の所管の整理について問題提起すべし 

→複数の市町村の区域を運送の区域とする自家用有償旅客運送をどのように取り扱うか？ 

  ↓ 

A、B、C、という三つの市町村からなる県を想定しよう。そして、当該事務・権限の 

移譲に手を挙げたのは、Aと Bと県であり、Cは手を挙げなかったとする。 

  ↓ 

この場合… 

（1）Aの区域のみで有償運送を行う団体の登録に関する権限主体が Aになること 

（2）Bの区域のみで有償運送を行う団体の登録に関する権限主体が Bになること 

（3）Cの区域のみで有償運送を行う団体の登録に関する権限主体が県になること 

  については、異論は生じえない。 

  ↓ 
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問題は、 

＜ケース①＞Aと Bの区域にまたがって有償運送を行う団体の場合 

＜ケース②＞A と C の区域にまたがって有償運送を行う団体や、B と Cの区域にまたがっ

て有償運送を行う団体の場合 

＜ケース③＞A、B、C すべての区域にまたがって（つまり県内全域で）有償運送を行う団

体の場合 

  の各ケースにおいて、それぞれの登録権限をどこに割り当てるかである。 

  ↓ 

制度設計に際してポイントとなるのは、「当該団体の主たる活動の拠点となる区域」に着目

して登録権限を配分する、という考え方10を採用するか否かである。 

  ↓ 

この考え方を採用しないのであれば、 

（あ）上記の三つのケースにおいてはいずれも県の所管とするか（＝「県所管」） 

（い）あえてそのような操作をしないか（「無操作」）のいずれかとなる。 

→（い）の「無操作」の場合、ケース①においては、申請団体は Aと B の双方の登録を受

けることになる。また、ケース②においては、申請団体は、県の登録と Aもしくは B の登

録を受けることになる。ケース③においては、A、B、県のすべてに申請し、三つの登録を

受けることになる。 

  ↓ 

（い）「無操作」は、申請団体にとって大きな手間となってしまうため絶対に避けるべき。 

他方で、（あ）「県所管」は、感覚的に言って、ケース③においてはともかく、ケース①に

は全くそぐわない。 

  ↓ 

やはり、“「当該団体の主たる活動の拠点となる区域」はどこか”という点に着目して、所

管を整理するほかない。 

→この考え方を採用した場合、上記ケース①であれば、「当該団体の主たる活動の拠点とな

る区域」が Aか Bかによって登録権限の所在が異なってくる。ケース②③であれば、「当該

団体の主たる活動の拠点となる区域」が A もしくは B であれば当該市町村に、C であれば

県に登録権限があることになる 

 

③複数の市町村にまたがる運営協議会の設置の是非についても合わせて問題提起すべし 

→上記を踏まえ、改めて考えてみたいのが、「複数の市町村が当該事務・権限の移譲に手を

挙げた場合に、それらによる共同の運営協議会の設置を認めるべきかどうか」という点で

ある。複数の自治体で運営協議会を共同設置している場合、１年ごとに事務局をたらいま

わしにするなど、極めて無責任な姿勢が目立つからである。 

  ↓ 

                                                   
10 こうした仕組みを採用した法律の例としてNPO法がある。同法においては、「2以上の

都道府県に事務所を置くNPO法人」の所轄庁は、従前は、「内閣府」とされていたが、法

改正（2011（平成 23）年 6月 15日成立、2012（平成 24）年 4月施行）により、「主たる

事務所の所在地の都道府県」となった。 
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こうしたこれまでの実情に鑑みれば、共同設置は原則認めるべきではない。 

→自治体にとっては共同設置の方が楽かもしれないが、共同設置だと、ノウハウの蓄積や

職員の責任ある態度につながりにくい。定型性が高く裁量性のない業務の場合であればと

もかく、利益防御を求める事業者と正面から向きあいながら、利用者目線で運営を行う必

要のある運営協議会を共同設置するのは、マイナス面の方がはるかに大きい。 

  ↓ 

では、上記のような場合に、どのように運営協議会を設置すればよいのだろうか？ 

  ↓ 

上記の登録権限の所在と同様に考えるべき！ 

  ↓ 

当該事務・権限の移譲に手を挙げた以上は、必ず当該自治体ごとに運営協議会を設けるべ

き。その上で、複数の自治体にまたがる形で運送を行う団体についての合意は、上記登録

権限の場合と同様、「当該団体の主たる活動の拠点となる区域」の運営協議会で行うとすれ

ば良い。（その際に、「主たる活動の拠点ではない区域の運営協議会の意見を聞く」という

仕組みを加えることも一考に値する。） 

 

以上のような仕組みについての要求は、NPOの皆さんが権限移譲に際して危惧されている、

自治体の受け皿体制の不備を改善させるための方策でもある！ 

 

 

6 補論：自家用有償旅客運送の普及に対する疑念について 

6-1 疑問①～自家用有償旅客運送は安全性が低いのではないか？ 

 

図表 12 公共交通機関等及び貨物運送業の 1000万キロあたり事故数(死亡、負傷）の比較 

 

  ↓ 

事故件数が多いのは、ハイヤー・タクシーであり、次に乗合バスが続く。 

自家用有償旅客運送の事故数は、いずれの年度においても、ハイヤー・タクシーの半数以

下である。ちなみに、自家用有償旅客運送の全事故数は、2006（平成 18）年度：211 件、
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2007（平成 19）年度：202 件、2008（平成 20）年度：194 件であったが、死亡事故自体

は、2006（平成 18）年度に 2件、2007（平成 19）年度に 1件あったのみである。 

  ↓ 

自家用有償旅客運送がとりわけ危険ということはない。否、むしろより安全であると言っ

てよいだろう。 

 

6-2 疑問②～自家用有償旅客運送の拡大は、タクシー運転手の職を奪ったり、タクシー事

業をつぶすことにつながるのではないか？ 

①都市部において、自家用有償旅客運送（この場合は、事実上、福祉有償運送ということ

になる。）がタクシー運転手の職を奪うというのは、想定できない。自家用有償旅客運送の

輸送規模はタクシーの輸送規模と比べれば本当に微々たるものだからである。 

  ↓ 

どこの有償運送団体もボランティア運転手の確保に苦労しており、タクシー運転手の職を

奪うほど、その活動が飛躍的に広がるともとても思えない。仮に自家用有償旅客運送の活

動が今の数倍に広がったとしても、売り上げにわずかな影響を与え、タクシー運転手の給

料がその分低くなる可能性はあるが、せいぜいその程度なのではないだろうか。 

  ↓ 

タクシー運転手の処遇の低さに関して言えば、そもそもタクシー事業者の多くが、タクシ

ー1台当たりの売り上げが下がっても、台数を増やすということをしてきたことの方が問題

だったのであり、自家用有償旅客運送を目の敵にするのは筋違い。 

 

②どうにかこうにか数台でタクシー事業が営業をしているような地方部では、乗車数自体

が少ない（＝マーケットが小さい）と思われるため、その数少ない乗車数が、自家用有償

旅客運送によって奪われた場合、タクシー運転手が失業する可能性はある11。 

  ↓ 

 しかし、仮にそうだとしても、タクシー運転手の職の確保のために移動制約者の移動ニ

ーズを無視してよいことにはならない。「タクシー運転手の職の確保のために、移動制約者

は我慢しなさい」というのは、おかしな話である。 

 

③地方部において、タクシー運転手の数が減少するにとどまらず、タクシー事業者自体が

つぶれてしまうケースについてはどう考えるべきであろうか。これは、「気軽に誰でも乗れ

る地域における移動手段」が当該地域においてなくなってしまうことを意味するため、地

域住民にとっても大きなマイナスとなる。 

  ↓ 

 これに対する対応方策は、すでに述べた「現状把握」と「潜在需要把握」である。上記

のような事態が生じるのかどうかをこれを通じて見極める必要がある。あるいは、「社会実

験」をしてみるという手もあるかもしれない。 

                                                   
11 問題は、タクシー業界などによって、こうしたケースが一般化されて、どこでもこうし

た問題が必ず生じるかのように語られてしまっていることである。 
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  ↓ 

 その結果、自家用有償旅客運送の導入によって本当にタクシー事業者がつぶれてしまう

危険性があることが明らかになったならば、それに対し、どう対応すべきかを議論すべき

ことになる。 

  ↓ 

 議論するのは、移動制約者を含む地域住民自身である。仮にタクシー事業者がつぶれた

としても、自家用有償旅客運送でそれをカバーしていくというのであれば、それはそれで

一つの筋である。逆に、自家用有償旅客運送では持続可能性等に不安が残るということで

あれば、タクシー事業者を残していくという話になる。 

 

6-3 疑問その③～自家用有償旅客運送は、持続可能性が低いのではないか？ 

→これはある面で言えば、その通り。しかし、他面では、逆に、「むしろ民間事業者よりも

持続可能性が高い」と言いうる。 

  ↓ 

 まず、前者について言えば、「ボランティア運転手の確保が難しいこと」と「採算性の低

さ」がその最大の理由。 

→しかし、「だから駄目なんだ」ではなく、「だからこそ、その持続可能性向上のための自

治体支援が必要」と考えるべき。 

  ↓ 

 一方、なぜ後者のように言えるかと言えば、採算性の合わないところでは、むしろ民間

事業者の方がすぐに撤退するから。自家用有償旅客運送は、ボランティア的活動だからこ

そ、採算性が合わなくても続けることができる。 

  ↓ 

 また、仮に持続可能性が低いとしても、現に困っている人がいて、やりたいと手を挙げ

る団体がいる場合には、やらせればよいのではないか。仮に将来存続が難しくなったとし

ても、今困っている人を救える方が、何もしないままよりもマシである。 

（ただし、他の交通モードの存続に影響を及ぼす場合には、客観的データに基づき、その

影響を慎重に見極める必要がある。） 

 

 

 

 

＊本報告の内容は、その多くを以下の拙稿に依拠しています。図表の出典も含め、より詳

しくは、拙稿をご高覧いただけると幸いです。 

 

・嶋田暁文「自家用有償旅客運送に関する事務・権限の移譲をめぐる一考察（上）（下）」『自

治総研』2014年 3月号、4月号。 

（『自治総研』の論文はインターネット上からダウンロードすることができます。） 
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自家用有償旅客運送の事務・権限移譲

制度見直しをどのように受け止めるか

地域が自立するために

地域で暮らすために
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自家用有償旅客運送の事務・権限移譲

希望する市町村又は都道府県に移譲

運輸支局

運営協議会
地域公共交通会議

希望する
市町村
又は

都道府県

運送主体

移譲
手挙げ方式

２０１５年（平成２７年）４月１日から
移譲する事務・権限
・新規登録・更新登録・変更登録等
・報告徴収、監査等
・輸送の安全又は旅客の利便の確保
のための是正措置命令
・事故報告に係る届出の受理
・業務の廃止に係る届出の受理
・業務の停止命令及び登録の取消
・有効期間の満了、業務の廃止届出
又は登録の取消による登録の抹消

合意

登録登録

助言
相談

福祉有償運送
過疎地有償運送

市町村運営有償運送
（交通空白・市町村福祉）

効果 地域における関係者の合意から登録までの期間短縮
地域の実情に応じた創意工夫による移動手段の確保
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・移譲の大前提は国と地方との対等な関係
・国は地域の状況・課題を把握しきれない
⇒地域が自ら考え取り組まねばならない
・訪問介護員等による有償運送は対象外
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通達・事務連絡

自家用有償旅客運送の権限移譲

権限移譲を機に地域の自主解釈を “地域の実情に応じた創意工夫のために”
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地域の自主解釈

ローカルルールの
自主解釈化は ✕

移譲に関する法令変更は含まず

大きな変化なし道路運送法

通達
事務連絡

施行令・施行規則

ローカル
ルール

道路運送法

施行令・施行規則

地域の
自主解釈

移譲のインセンティブなし
自主解釈に影響大
地域が取組みやすいように
自主解釈をしやすく 促す

2014年（平成26年）11月14日

２０１５年（平成２７年）４月１日

移譲のインセンティブなし
地域の取組みは自主解釈次第

移譲されない地域や

ローカルルール厳しい地域で
は要注意

技術的助言
自主解釈に影響大
自主解釈をしやすく 促す
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自家用有償旅客運送の権限移譲

法・施行令・施行規則・通達 ①
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道路運送法

通達
事務連絡

施行令・施行規則

ローカル
ルール

例① 福祉有償運送
旅客の範囲（利用者）

例② 福祉有償運送
対価

国土交通省令で定める旅客 実費の範囲内であることその他

の国土交通省令で定める基準
に従って定められたもの

イ）身体障がい者
ロ）要介護認定者
ハ）要支援認定者
ニ）その他の障がいを有する者

名簿に記載されている者及びその付
添人

旅客の運送に要する燃料費

その他の費用を勘案して実費の
範囲内であると認められること

ハ）・ニ） 運営協議会において運送
の対象者とすることが適当であること
の確認がなされた者であること
会員であること

申請日において該当する者がいない
区分については申請できない

運送の対価はタクシーの上限運
賃の概ね1/2

検討会 最終とりまとめ （追加）

障がいを有しない地域住民のうち社
会参加が困難な事情が認められる者

？地域の自主解釈？
運送の対価は 〇〇〇〇

2014年（平成26年）11月14日
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自家用有償旅客運送の権限移譲

法・施行令・施行規則・通達 ②
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道路運送法

通達
事務連絡

施行令・施行規則

ローカル
ルール

例③ 福祉有償運送
合意

必要であることの合意
・地方公共団体
・一般旅客自動車運送事業者又はその組織する団体
・住民
・その他の国土交通省令で定める関係者

運営協議会の構成員
・市町村長又は都道府県知事その他の地方公共団体の長
・一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体
・住民又は旅客
・地方運輸局長
・一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体
・現に運送を行っているNPO等
・主宰する市町村長又は都道府県知事が必要と認めるときは学識経験を
有する者その他

2014年（平成26年）11月14日
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自家用有償旅客運送の権限移譲

運用ルールの緩和と運用方法の改善

検討会 最終とりまとめ

運用ルールの緩和

実施主体の弾力化 組織的基盤があれば法人格をもたなくても実施主体に

旅客の範囲の拡大 過疎地有償） 地域外からの生活支援ボランティア（無償）
福祉有償） 社会参加が困難な事情が認められる者（ひきこもり）
過疎地有償・福祉有償・市町村有償） 地域外からの訪問者

運用方法の改善

運営協議会の
協議の内容

まちづくり、福祉、教育等の観点からも

地域公共交通会議や地域公共交通活性化・再生法に基づく法定協議会でも議
論できる

運営協議会の
合意形成

協議内容のうち必要性や合理性が認められないものを外すよう働きかけを行う

ケアマネージャーなど移動制約者の代弁者も協議会に参画させ、現場の実情を
把握した上で協議する

ローカルルール 見直しの進捗状況を集計し具体的な結果を公表する
342（合理200・非合理142） 見直し1年目10 2年目12

事務手続きの簡素化 実施主体の負担軽減に資するよう事務手続きの簡素化や合理化を進める
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現制度 実情に合わない・地域で取組めない・本来の姿にならない

抜本的な見直し求める 法改正はなし 現制度を維持するための手法にとどまる

2014年（平成26年）11月14日

過疎地有償の名称変更も課題
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自家用有償旅客運送の権限移譲

運用ルールの緩和と運用方法の改善

検討会 最終とりまとめ 詳細①

旅客の範囲の拡大 地域外からの生活支援ボランティア

改正の方向性

地域住民の生活に必要不可欠である雪下ろし、除雪等の生活支援型ボランティアを行う地域住民ではな
い又は地域外からの訪問者については「当該地域内において日常生活に必要な用務を反復継続して行
う者」として運送の対象と認めることが適当である。

最終とりまとめ

地域外からの生活支援ボランティア（自然災害又は気象条件により生じた当該地域内の住民の生活上の
困難を解消又は緩和するために必要な役務を無償で提供する者として地方自治体が認めた者）について
は、
①地方自治体に生活支援ボランティアとして登録等がなされていること又は地方自治体が認めた生活
支援ボランティア団体に当該団体の構成員として登録等がなされていること

②生活支援ボランティアの氏名、住所、ボランティア活動場所（当該地域内に限る）、ボランティア活動
期間を地方自治体において確認していること

③生活支援ボランティアが、過疎地有償運送者の会員として名簿に記載されていること

等の措置が講じられている場合には、地域住民の日常生活に必要な用務を反復継続して行う者として運
送できることとした。
（平成25年12月27日付け旅客課長通達を発出）
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自家用有償旅客運送の権限移譲

運用ルールの緩和と運用方法の改善

検討会 最終とりまとめ 詳細②

旅客の範囲の拡大 地域住民ではない又は名簿に記載されていない地域外からの訪問者

最終とりまとめ

以下の分類に応じて、一定の条件の下で、地域住民ではない又は名簿に記載されていない地域外からの訪問者も運送で
きることとする。

なお、「バス・タクシー事業者において地域住民ではない又は名簿に記載されていない地域外からの訪問者も含めた運送
サービスの提供が困難であること」については、市町村長において定期的に確認することとする。
①バス・タクシー事業者の営業所が無い離島
・実施主体において、予め利用者に対してバス・タクシー事業者ではないことを明示すること
②その他の地域（市町村運営有償運送（交通空白輸送）、過疎地有償運送）
・市町村長において、「地理的条件等により、バス・タクシー事業者において地域住民ではない又は名簿に記載されていな
い地域外からの訪問者も含めた運送サービスの提供が困難であること」を判断するため、当該市町村の区域内に営業所
を有するすべてのバス・タクシー事業者に対し、サービス提供の意思の有無を確認している（サービス提供の意思を示す
場合には当該事業者が確実にサービス提供しなければならないことを前提とするものとする。以下同じ。）こと
・すべてのバス・タクシー事業者によるサービス提供が困難であることを確認したことについて運営協議会等へ報告してい
ること。
・実施主体において、予め利用者に対してバス・タクシー事業者ではないことを明示すること
③その他の地域（市町村運営有償運送（市町村福祉輸送）、福祉有償運送）
・市町村長において、「当該市町村の区域内及びその周辺に営業所が存在しないこと等により、バス・タクシー事業者に
おいて地域住民ではない又は名簿に記載されていない地域外からの訪問者も含めた運送サービスの提供が困難である
こと」を判断するため、当該市町村及び隣接市町村の区域内に営業所を有するすべてのバス・タクシー事業者に対し、
サービス提供の意思の有無を確認していること
・バス・タクシー事業者によるサービス提供が困難であることを確認したことについて運営協議会等へ報告していること
・実施主体において、予め利用者に対してバス・タクシー事業者ではないことを明示すること
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地域の実情を理解しているか？ 課題を解決できるか？ 地域の実情に応じた創意工夫を促すものか？ 国と地方は対等か？
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自家用有償旅客運送の権限移譲

自治体はどう活かすか？
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地方創生・再生

2014年（平成26年）11月14日

責任

交通政策基本法 2013年12月4日施行

・地域公共交通を「生活」「交流」を支えるものと位置付け

・地方公共団体は施策を策定し実施する責務を有する

地域公共交通活性化・再生法の一部改正 2014年11月施行

・地域公共交通網形成計画を策定しモビリティ確保を

・自家用有償旅客運送も位置づけ可能に

・地域公共交通再編事業では自家用有償旅客運送が明記

厚生労働省の方針変更

自家用有償旅客運送
（特に福祉有償・過疎地有償）

重要に

自治体

小規模ニッチへの対応力 ・・・ 積み上げ・積み重ね

既存・運輸の常識・しがらみにとらわれにくい・・・地域の実情に合わせやすい

住民参加 ・・・ 住民を動かす・使う ①協議・計画＋②実施

地域で暮らすために
移動の確保は安心感
まちづくり

高齢化 経済悪化

地域の移動
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自家用有償旅客運送の権限移譲

自治体はどう活かすか？
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自家用有償旅客運送

（特に福祉有償・過疎地有償）

を活かすには

2014年（平成26年）11月14日

何もしなければ何も変わらない
中途半端では悪くなる

地域の正しい協議・計画を妨げ

ローカルルール作り 上乗せ 過度で無意味な制限

福祉・過疎地有償運送を 本来のあるべき姿にさせない

地域の移動を妨げ

福祉・過疎地有償運送団体を担い手を

地域を 疲弊させる

改善を期待

複雑難解な制度 ・・・

無理解・無関心・無責任と人材不足 ・・・

運送事業者・運送運転者の心情 ・・・

運輸の常識（利用者不在・談合と根回し） ・・・

常識的に理解困難

時が経つにつれ 現場に近くなるにつれ

自らの問題をすりかえ

バス・タクシー使わせるために利用を制限

但し改善どころか
悪化する恐れも？

必要なのは “責任と覚悟”？

不可欠

バス・タクシーを使わせるために自家用有償旅客運送を制限するのはやってはいけないこと ！
運送は専業・単独・専従では成り立たない ？
乗合デマンド＆コンパクトシティで解決できる ？

運輸支局の役割増す！
運輸の常識・しがらみ断つために

権限移譲
＆

地域の自主解釈

構造的な問題
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自家用有償旅客運送の権限移譲

今後の動き アクションプラン
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見直しを
国交省

市町村
又は

都道府県

見直しを 正しい解釈・策定を
通達・事務連絡

地域の自主解釈

施行令・施行規則

地域の取組みは自主解釈次第
まさに政策法務

自主解釈に影響大

地域が取組みやすいように自主
解釈をしやすく 促す

構造的な問題 自家用有償旅客運送の役割と必要性の理解 実情と問題点の理解

① 国交省に “施行規則”及び “通達・事務連絡”の見直しを求める

② 自治体から 国交省に “施行規則”及び “通達・事務連絡”の見直しを求める

③ 自治体に “地域の自主解釈（自治体版）”の策定を求める

④ NPOで “地域の自主解釈（NPO版）”を作成する

⑤ 全国の自治体に “地域の自主解釈（自治体版）” “地域の自主解釈（NPO版）” を参考に

前向きな“地域の自主解釈”の策定を求める

⑥ 全国の自治体に 権限移譲の手を挙げてもらう
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自家用有償旅客運送の権限移譲

自家用有償旅客運送（福祉有償・過疎地有償）の役割と重要性

73

①住民参加 助け合い・まちづくり・高齢化対応

・・・ 利用者と担い手の関係 社会的つながりの維持回復 外出を促す
多くの担い手 高齢者や女性などの活躍の場 元気になる担い手

②互助の可能性と公助の限界

・・・ さまざまなニーズへの対応 公費による一律公平な対応の限界 公による管理・供給の限界

③移動の手段（運送）として

・・・ 運送＋アルファの安心感 ピークでの対応力 利用しやすい対価
事業者による対応と経済性の限界

④地域で暮らすために

・・・ 移動は暮らしの根幹 生活支援・地域支援で移動は大きな役割 移食住

全国移動サービスネットワーク2014年（平成26年）11月14日

非営利の福祉有償・過疎地有償は
公共交通機関の補完ではない

マイカーの代わりとしての役割 近所の人に
よる相乗りの役割（＝互助）

福祉有償と過疎地有償との融合も必要

既に担い手不足が始まっている

移動ニーズと福祉有償・過疎地有償

通勤

通学

日常的な買い物・通院・所用

非日常的・観光

特定の目的・通所

需要密度 低（少） 高（多）

スクールバス

路線バス乗合
デマンド

福祉有償
過疎地有償

非乗合
デマンド
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①利用者利便が損なわれている ・・・ 利用したい人が利用したい時に利用できない

⇒ 必要性の協議 旅客の対象制限 事前の会員登録 名簿提出 など

②実態に合わない手続き・管理 ・・・ 無意味な負担 無用なコスト増

⇒ 整備管理の責任者 書類の書式 複数乗車 道路運送車両法での位置づけ など

③過剰な規制 ・・・ 支え合い ・ 互助 ・ 非営利 ・ 自家用 ・ 登録 どれにとっても過剰

⇒ 登録期間 対価 自動車数の登録 点呼 運転者証の携帯表示 など

④安全への誤った規制 ・・・ 安全は一方的で過剰な規制では担保されない むしろ逆効果

⇒ 認定講習 運転者の要件 一種免許者だけへの免停条件 など

⑤合意の意味と難しさ ・・・ 地域の合意の意味とは 理念どおりに運用されない運営協議会

⇒ 運営協議会の合意・構成員 不必要な書類の提出 ローカルルール など

全国移動サービスネットワーク2014年（平成26年）11月14日

道路運送法に規定されているものもある 例）登録期間

これらの問題点を改善するためには道路運送法の改正が必要だが？
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＜参考＞ 

 
1 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）抄 

 
（技術的な助言及び勧告並びに資料の提出の要求） 
第 245 条の 4 各大臣（内閣府設置法第 4 条第 3 項に規定する事務を分担管理する大臣た

る内閣総理大臣又は国家行政組織法第 5 条第 1 項に規定する各省大臣をいう。以下本章、

次章及び第 14 章において同じ。）又は都道府県知事その他の都道府県の執行機関は、その

担任する事務に関し、普通地方公共団体に対し、普通地方公共団体の事務の運営その他の

事項について適切と認める技術的な助言若しくは勧告をし、又は当該助言若しくは勧告を

するため若しくは普通地方公共団体の事務の適正な処理に関する情報を提供するため必要

な資料の提出を求めることができる。 
２ 各大臣は、その担任する事務に関し、都道府県知事その他の都道府県の執行機関に対し、

前項の規定による市町村に対する助言若しくは勧告又は資料の提出の求めに関し、必要な

指示をすることができる。 
３ 普通地方公共団体の長その他の執行機関は、各大臣又は都道府県知事その他の都道府県

の執行機関に対し、その担任する事務の管理及び執行について技術的な助言若しくは勧告

又は必要な情報の提供を求めることができる。 

 
 
2 昨今の国会での質疑等の例 

 
①平成 23 年 3 月 10 日衆議院総務委員会 
○坂本委員 ～中略～それともう一つは、今回は課長通知というのが問題になりました。以

前は、課長通知、局長通知、事務次官通達あるいは大臣、副大臣と、いろいろな通知、通

達があって、大臣は、一片の通知で、例えば軽油引取税あたりの使用の仕方、こういった

ものを通知の一片でやるべきではないというような持論もお持ちのようであります。もう

一度、総務省が中心になって、評価局が中心になって、通知が本当に事務的な通知である

のか、それとも今回のように、住民の方々の利益を損ねるようなものも含んだ通知になっ

ていやしないか、もう一度点検する必要があるのではないかと思いますけれども、いかが

でしょうか。まず、この二点をお伺いします。 
○片山国務大臣 ～中略～それから、各省が通知を出しているということでありまして、私

もかねて一片の通達というものを批判してきましたが、これは二つの意味があります。一

つは、政府が自治体に対して出す通知、これは二〇〇〇年の地方分権改革以来、基本的に

は無効であります。場合によっては違法であります。あるとすれば技術的助言などであり



ます、その範囲に限られるということ。そののりを越えて、規範性を持つとか拘束性を持

つようなものを出したとすれば、これは違法であります。ですから、これの点検はしなけ

ればいけない。その仕事は、地方分権といいますか地域主権の方向の任務を帯びている総

務省がやはりやるべきだと私は思っておりまして、まず隗より始めよで、総務省内の通知

の点検なども私の手でやっているところであります。 

 
②平成 19 年 11 月 15 日衆議院総務委員会 
○増田国務大臣 やはり、自治事務でありますので、本来、自治体が独自に判断をすべき

というものでございますし、できるだけわかりやすいものを省庁としてもきちんと用意す

べきでありましょうから、こういった通知を出さないと自治体の方でも判断に困るような

ものというのは、数はやはり少なくしていくべしと。 
 いずれにしても、この自治事務というものの本来の性格というのを各省にも十分理解し

ていただいて、そして対応していただく必要があるだろうと思います。 

 
 
3 地方分権推進委員会『最終報告』（2001 年） 

 
「地方公共団体関係者の意識改革を徹底して、第１次分権改革の成果を最大限に活用し、

地方公共団体の自治能力を実証してみせてほしい。特に、これまでの通達等は、かつては

訓令であったものも含めてすべて、その性格を『技術的な助言』に一変させられているの

であるから、この機会にこれまで通達等に専ら依存してきた事務事業の執行方法や執行体

制をすべての分野にわたって総点検し、これらを地域社会の諸条件によりよく適合し、地

域住民に対する行政サービスの質を向上させ得るような別途の執行方法や執行体制に改め

る余地がないものかどうか、真剣に再検討してほしい。」 

 
＊地方分権推進委員会とは、1995 年 5 月に成立した地方分権推進法に基づいて、内閣総理

大臣の諮問機関として 1995 年 7 月 3 日に発足した機関。 
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○平成13年2月21日国道政第8号道路局長通知 (抄)

1 処理基準の策定について
地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第245条の 9の規定に基づき、 道路法 (昭和27年法

律第180号) 第97条第 1項において都道府県又は指定市等が第 1号法定受託事務として行

うこととされた指定区間外国道の管理等の事務につき、道路の構造強度や道路標識の案

内内容等に関して一般国道に係る一定の水準を確保するため都道府県又は指定市等が法

定受託事務を処理するに当たりよるべき基準を (別紙) のように定めたので、 今後の法

定受託事務の処理に当たっては、 当該基準に拠ることとされたい。
2 従前の通達等の取扱いについて

上記 1 . により処理基準として定めた以外の通達等については、 文言の如何にかかわ

らず、 地方自治法第245条の4の規定に基づく技術的助言として取り扱っているところで

ある。
なお、 これらの通達等のうち、 法令に基づかない関与又は事務の義務付け等の規定が

あるものについては、 当該部分の効力は失効しており、普通地方公共団体を拘束するも

のではないので、 ご了知願いたい。
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